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むつ市議会第２０８回定例会会議録 第６号

平成２３年６月２２日（水曜日）午前１０時開議議事日程 第６号

◎諸般の報告

【一般質問】

第１ 一般質問（市政一般に対する質問）

（１）３番 新 谷 泰 造 議員

（２）２番 上 路 德 昭 議員

（３）９番 目 時 睦 男 議員

（４）８番 新 谷 功 議員

本日の会議に付した事件

議事日程に同じ
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◎開議の宣告

午前１０時００分 開議

〇議長（冨岡幸夫） ただいまから本日の会議を開

きます。

ただいまの出席議員は27人で定足数に達してお

ります。

◎諸般の報告

（ ） 、 、〇議長 冨岡幸夫 本日 諸般の報告については

特に申し上げる事項はありません。

〇議長（冨岡幸夫） 本日の会議は議事日程第６号

により議事を進めます。

◎日程第１ 一般質問

〇議長（冨岡幸夫） 日程第１ 一般質問を行いま

す。

本日は、新谷泰造議員、上路德昭議員、目時睦

男議員、新谷功議員の一般質問を行います。

◎新谷泰造議員

〇議長（冨岡幸夫） まず、新谷泰造議員の登壇を

求めます。３番新谷泰造議員。

（３番 新谷泰造議員登壇）

〇３番（新谷泰造） おはようございます。民主党

の新谷泰造です。むつ市議会第208回定例会に当

たり、通告の順に従い一般質問を行います。

去る３月11日の東日本大震災の被害者の方に

は、衷心よりお見舞い申し上げます。一日も早い

復旧、復興をご祈念いたします。

先日私は、岩手県大船渡市三陸町の被災者の方

で青森に避難している方と臨時雇用契約を締結し

たところであります。微力でありますが、被災者

の方の再出発の助けになればと思っております。

さて、むつ市において福島の原発事故を教訓と

し、リサイクル燃料中間貯蔵施設の安全性を根本

から見直さなければならないと思っているところ

であります。そして、原子力行政からの脱却を目

指すべきものと思っております。

ところで、国政はねじれ国会で混迷をきわめて

おります。その中にあって、私は民主党むつ下北

支部の幹事長として、むつ市民のために、逃げな

、 、 、 、い ごまかさない うそをつかない 道理を通し

責任ある政治を実現しなければならないと肝に銘

じております。そして、むつ市において、公平、

公正でガラス張りの真摯な市政運営により、赤ん

坊にも、高齢者にも、障害者にも優しく、思いや

り、友愛のある市政を実現し、夢と希望の持てる

明るく楽しい幸せを感じることのできる社会をつ

くらなければならないと思うところであります。

むつ市民至上主義、市民生活が一番大切、財政

再建を優先させ、財政を健全化し、市民の福祉を

充実すべきであるという立場から質問いたしま

す。

、 。まず 市長の政治姿勢について質問いたします

宮下市長の議会における答弁について質問いたし

ます。さきの定例会での私の一般質問の、宮下市

長は支払う側の下北医療センターの団体の長とし

て、これに対しむつ下北医師会の会長は指定管理

者の団体の長として、お互いに１億7,800万円に

ついて利害の対立する関係にあります、すなわち

公務において宮下市長とむつ下北医師会の会長は

団体の長として１億7,800万円について利害の対

立する関係にあります、それにもかかわらずむつ

下北医師会の会長を宮下市長の宮下順一郎後援会

連合会の会長に就任させたことは、後援会長の選

挙における重要性から、政治倫理規範上問題があ
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るのでありますという質問に対し、宮下市長は、

宮下順一郎後援会連合会は、まだ届け出もありま

せんし、登録もされておりませんと答弁しており

ます。

ところが、新聞報道によると、昨年11月14日に

むつ下北医師会の会長を実行委員長として開催さ

、 、れた市長と語る会において 参加者の提案を受け

むつ地区の後援会と川内、大畑、脇野沢、旧３町

村の支援者を含む後援会連合会を発足させた、会

長には市長と語る会の実行委員長のむつ下北医師

会の会長が就任したとあります。この新聞報道が

事実に反しているということでしょうか。また、

むつ下北医師会の会長は、宮下順一郎むつ地区後

援会の会長にも就任していないということでしょ

うか、明確な答弁を求めます。

次に、市長の公務時間中の街頭応援演説につい

て質問いたします。まず、さきの４月１日の午後

４時30分ごろ、むつ市役所前で宮下市長は、自民

党公認候補の県議会議員候補の街頭応援演説をし

ておりましたが、この街頭応援演説は宮下市長の

政務と思われます。宮下市長のように、公務と政

務と明確に区別し、政務について一般質問するこ

とは会議規則違反であるという立場からは、宮下

市長の公務の勤務時間内に街頭応援演説という政

務を行うことはいかがなものかと思うところであ

ります。宮下市長のご所見をお伺いいたします。

次に、宮下市長は、この街頭演説の中で、１月

中旬ごろ東京で大島自民党副総裁に面談したとこ

ろ、15億円の地方交付金が17億円に増加したと述

べております。私は、民主党の現政府が自民党政

権と異なり、地方主権尊重の見地から地方交付金

を増加させたものと理解しているところでありま

すから、宮下市長が大島自民党副総裁と面談した

からすぐに15億円の地方交付金が17億円に増額さ

れたと考えられません。宮下市長のご所見をお伺

いいたします。

次に、むつ総合病院のヘリポートの建設の進捗

状況とむつ市の負担金の見込みについて質問いた

します。

さきの定例会で宮下市長は、ヘリポート建設の

調査設計を実施しているところであります、現在

むつ総合病院との間で事業の細部について協議を

進めている段階であり、現時点においてまだ負担

金の見込み等についてお話しできる状態でないと

述べております。

そこでお尋ねします。いつごろになればヘリポ

ート建設事業の実施設計はできるのか。むつ市の

負担金はわかるのか。そして、１億5,000万円の

寄附金とむつ市の負担金は経理上どのように処理

されるのか説明をお願いいたします。

次に、むつ市社会福祉協議会へのむつ市の補助

金について質問いたします。さきの定例会では、

むつ市社会福祉協議会のむつ市の補助金は従来と

異なり、今年度のみ所長が事務局長を兼務したこ

とから、従来の人件費16名分を15名分に減額して

いるところですが、なぜ今年度のみ所長に事務局

長を兼務させ、従来の人件費16名を15名に減額し

たのか説明をお願いいたします。

次に、原子力行政について質問いたします。ま

ず、宮下市長は、リサイクル燃料中間貯蔵施設の

安全性についてどのようなご所見をお持ちでしょ

うか。

次に、東日本大震災及び福島原発事故を教訓と

すれば、現在オフサイトセンター建設予定地は防

災上不適格と思われますが、市長のご所見をお伺

いいたします。

、 。 、次に 財政再建について質問いたします まず

むつ市の現状を見れば、平成21年度末時点で一般

会計の長期債務は350億円、前年度から22億円も

増加しております。

次に、実質的な累積赤字は隠れ赤字33億円及び

下北医療センターに対するむつ市負担分の不良債
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務45億円を加算すると86億円、そして実質赤字比

率は約48％で、かの夕張市と同様、財政再建団体

に該当するのであります。さらに、むつ市は平成

23年度には下北医療センターの45億円の不良債務

。を約６億5,000万円を支払わなければなりません

また、脇野沢産業廃棄物の処理費用として６億円

準備しなければなりません。すなわち、むつ市は

借金だらけで預金もなく、借金返済のために自転

車操業をしている状態なのです。

。 、そこでお尋ねします 下北医療センターの大畑

川内、脇野沢診療所の分の総額45億円の不良債務

とむつ総合病院に対するむつ市の下北医療センタ

ーに対する負担分の不履行分の33億円の不良債務

について、さきの定例会で宮下市長は、平成21年

度末における下北医療センター全体の不良債務約

52億円のうち、むつ負担分の川内、大畑、脇野沢

診療所の約45億円の不良債務について、平成25年

度末時点においても、なお個別の診療所で見た場

合には不良債務を解消し切れない可能性がある。

そして、むつ総合病院に対するむつ市の下北医療

センターに対する負担金の不履行分の33億円の不

良債務について、経営健全化計画における45億円

の不良債務の解消が終了する平成26年度以降の支

払いを予定していると答弁しております。とすれ

ば、下北医療センター、大畑、川内、脇野沢診療

所の総額約45億円の不良債務の解消は確実ではな

く、不安定要因がある。そして、むつ総合病院に

対するむつ市の下北医療センターに対する負担金

の不履行の分33億円の不良債務については、平成

26年度以降の各年度の返済額は決定していないと

いうことでよろしいのでしょうか。説明をお願い

いたします。

、 。次に 指定管理者制度について質問いたします

まず、ウェルネスパークの指定管理について質問

いたします。さきの定例会の私の一般質問の平成

19年度の自主事業の利益1,370万円は、指定管理

者がむつ市から１億1,500万円の指定管理料をも

らい、原則として赤字になる危険もなく、さらに

指定管理者施設を無償で使用したうえで 2,500万、

円を投資してわずか１年で2,500万円の50％以上

の1,370万円の利益を得ている。この1,370万円の

利益を企業努力によるものというだけの理由で指

定管理委託契約に企業利益の取得を認めるという

明確な直接の規定がないにもかかわらず、そのま

ま指定管理者の企業に利益の取得を認めること

は、むつ市の他の民間企業と比較して、すなわち

赤字になる危険のリスクのある状況の中で必死で

営業利益を上げようと努力している他のむつ市の

民間企業と比較して余りに指定管理者を優遇し、

公平に反するのではないですかという質問に対し

理事者は、本施設の自主事業は確かに投資は少な

く事業を行うことができますと答弁しておりま

す。そこで、自主事業の利益1,370万円のうち投

資額2,500万円の２割500万円を企業努力分とし、

500万円を超えた870万円及び本事業の利益400万

円、合計1,270万円は将来の改修費として積み立

てさせるべきではないか。宮下市長のご所見をお

伺いいたします。

次に、さきの定例会の私の一般質問の平成19年

度2,080万円の利益が平成21年度で400万円に減少

した理由がさきの定例会で理事者が答弁したよう

に、平成21年度が山内土木とコナミスポーツの２

団体のグループの管理運営から山内土木のみ１団

体単独で指定管理へ移行したとして、運営のノウ

ハウが若干変わったことが原因の一つだとすれ

ば、2,080万円の利益が400万円に減少したこと、

すなわち1,600万円の利益が減収になった原因は

指定管理者側の企業努力が足りないことに原因が

あるのではないですか。また、コナミスポーツの

２団体のグループの管理運営から山内土木のみの

１団体単独の指定管理に移行した理由は何かとい

、 、う質問に対し理事者は 営業のノウハウが変わり
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収入が減少し、団体がかわったことによる営業費

の増によると答弁しております。したがって、

2,080万円の利益が400万円に減少したことは、す

なわち1,600万円の利益が減収した原因は指定管

理者が山内土木単独になったことにあるのではな

いですか。また、１期目の指定管理者は、コナミ

スポーツと山内土木のグループ指定管理者であっ

たのに対し、２期目の公募に当たっては山内土木

の単独申請になった理由の説明をお願いいたしま

す。

次に、さきの定例会で私の一般質問の平成20年

度の山内土木社員の総括管理者や施設の館長を含

めた７名の１人当たりの平均給料、年間340万円

の時給とコナミスポーツの社員の34名の指導員の

平均給料年間170万円の時給は同じなのかという

質問に対し理事者は、アルバイトを含む有期社員

は時給850円から1,200円、正職員は月給制である

から比較できないと答弁しております。しかしな

、 、がら 月給制でも週休２日制として計算しますと

日給１万2,000円、時給1,500円になります。この

差の生じる原因をお尋ねいたします。

次に、さきの定例会の私の一般質問の山内土木

の社員は、山内土木の業務とウェルネスパークの

指定管理業務と兼務することはないのか。兼務し

た場合にはどのように区別し、給料が決定される

のかという質問に対し理事者は、団体役員の場合

は兼務しているが、兼務している団体役員の人件

費については、勤務体制により案分して支出して

いると答弁しております。

そこでお尋ねします。具体的にわかりやすく団

体役員の兼務の内容、人件費の案分内容の説明を

お願いいたします。

次に、陸上競技場等のむつ地区体育施設の指定

管理について質問いたします。まず、さきの定例

会の私の一般質問のスキー場の赤字補てんの基準

と基準が定められた審議経緯について説明をお願

いいたしますという質問に対し理事者は、リフト

利用収入が市で積算した予想額の90％に満たない

場合は赤字補てんする、これに対し、120％を超

えた場合は剰余金は市に還付することになってい

ると答弁しております。

そこでお尋ねします。赤字補てんと剰余金の市

への還付を合理的公平にするには120％を超える

場合ではなく、90％の公平上110％を超えた場合

にするのが合理的と思うところであります。剰余

金還付の場合を110％を超えた場合ではなく、

120％を超えた場合とする理由の説明をお願いい

たします。

次に、さきの定例会の私の一般質問の、指定管

理者であるＮＰＯ法人むつ市陸上競技協会の平成

21年度収支決算にある基本財産906万円はどのよ

うな性質の財産なのか説明をお願いしますという

質問に対し理事者は、流動資産であり、現金、預

貯金の性質のものであると答弁しております。と

ころが、第206回定例会で理事者は、運転資金で

あると説明しております。

そこでお尋ねします。流動資産と運転資金とは

同じなのか、さらに赤字でむつ市から500万円も

の赤字補てんを受けているＮＰＯ法人むつ市陸上

、競技協会がどのような方法で906万円の流動資産

また運転資金を用意できたのか説明をお願いいた

します。

以上、壇上からの質問といたします。

〇議長（冨岡幸夫） 市長。

（宮下順一郎市長登壇）

〇市長（宮下順一郎） 新谷泰造議員への答弁をす

る前に、今壇上で個人のお名前、そしてまた企業

名、そういうふうなものをこの公共の放送の中で

さまざまな批判めいたお話をされるということ

は、その方々にとっては反論権もございません。

そういうことでございますので、できるだけ控え

ていただくようなご質問をいただきたいと、この
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ように思います。本当にさまざまな部分で名誉を

損なわれたというふうなお話もお聞きしておりま

すので、十分その部分についてはご留意のほどお

願いしたいと、このように思います。

ご質問にお答えいたします。まず、私の政治姿

勢についてのご質問の１点目、私の後援会につい

てのお尋ねでありますが、前回の定例会でもお答

えしておりますように、私の後援会についてのお

尋ねは政務に係るお尋ねであり、むつ市議会会議

規則第63条に規定する市の一般事務についての質

問には当たらないもので、一般質問の場ではなじ

まないものと考えます。

次に、私の政治姿勢についての第２点目、さき

に行われました青森県議会議員選挙においての私

の対応についてであります。このたび行われまし

た青森県議会議員選挙及び青森県知事選挙の２つ

の選挙は、東日本大震災からの復興及び青森県の

未来を決めるための重要な選挙であったと思って

おります。それぞれの選挙期間中、要請がありま

した特定の候補者の街頭演説に立たせていただき

ましたが、むつ市民の幸せを第一に考え、候補者

が掲げる政策や人柄、そしてこれまでの私的なつ

き合いなどを十分に考慮したうえで、市長として

の公務の立場ではなく、あくまでも政治家である

私自身の政治信条に基づき行ったものでありま

す。

また、勤務時間中ではなかったのかとのご指摘

でございますが、私を初め市長職にある者は、条

例等で勤務時間が定められているものではござい

ません。１年365日を通じ、市長としての業務に

従事している時間が勤務している時間となりま

す。ご指摘の街頭演説につきましては、先ほど申

し上げましたように、公務ではありませんので、

ご理解を賜りたいと存じます。

また、特別交付税の増額についてのお尋ねです

が、私は市長就任以来、国の予算編成の時期に合

わせ、青森県選出のすべての国会議員に対して私

自ら要望書を持参し、むつ市の実情をご説明し、

予算獲得のための要望活動を行っております。１

月の要望活動の際にも、党派を問わず県選出国会

議員のすべての事務所を伺いましたが、大島自民

党副総裁には、お忙しい中かなりのお時間をちょ

うだいしてお話をし、予算獲得に向けてのご支援

をいただきましたので、ご紹介したものでありま

す。

特別交付税の増額につきましては、要望させて

いただいたすべての青森県選出国会議員を初め関

係各位のお力によるものと認識いたしております

し、大変感謝しているところでございます。

次に、ご質問の３点目、むつ総合病院のヘリポ

ート建設の進捗状況とむつ市の負担金の見込みに

ついてであります。むつ総合病院では、医師によ

る速やかな救命医療の開始とあわせて重症救急患

者の救命率向上を図るべく高度な医療機関への迅

速な搬送を可能とするヘリポート建設事業に取り

組んでいるところであります。現在実施設計が完

了している段階でありますが、融雪対策等で工事

費が当初計画を大きく上回る見込みとなり、事業

全体の実施方法について、いま一度検討を加える

必要が生じ、むつ総合病院との間で協議が続いて

いる段階にありますことから、現時点においても

まだ時期や負担金の見込み等についてはっきりと

お示しできる状況にありませんので、ご理解を賜

りたいと存じます。

また、むつ市からむつ総合病院に対し１億

5,000万円の支出を行っており、どのように経理

されているかとのお尋ねにつきましては、むつ総

合病院の会計処理の問題でありますので、ここで

の答弁は差し控えさせていただきたいと存じま

す。

次に、むつ市社会福祉協議会へのむつ市の補助

金の内容についてのお尋ねでありますが、このこ
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とにつきましては、担当より答弁いたします。

次に、原子力行政についての第１点目、リサイ

クル燃料中間貯蔵施設の安全性についてのご質問

でありますが、新谷泰造議員も出席されたと伺っ

ております去る４月６日に開催されました議員協

議会において、直接事業者から状況報告とともに

説明を受けておられると存じますので、担当から

答弁をいたします。

次に、第２点目、今回の福島第一原子力発電所

の事故を踏まえ、現在の予定地にオフサイトセン

ター建設は可能なのかという趣旨のご質問につい

ては、担当部長からお答えいたします。

次に、ご質問の３点目、財政再建についても担

当部長から答弁いたします。

４点目の指定管理者制度、この部分についての

回答は、担当部長より答弁をいたします。

〇議長（冨岡幸夫） 保健福祉部長。

〇保健福祉部長（松尾秀一） 新谷泰造議員のむつ

市社会福祉協議会へのむつ市の補助金の内容につ

きまして、市長答弁に補足いたします。

補助金の対象職員を１名分減額したのはなぜか

とのお尋ねでありますが、このことにつきまして

は、さきのむつ市議会第207回定例会におきまし

て議員の皆様にご説明いたしましたが、事務局長

以下の人件費相当額を対象とする市のスタンスを

従来どおり踏襲したまでで、単なる事務局職員で

はなく、あくまでも社会福祉協議会が独自で選任

いたしましたいわば社会福祉法人の役員でありま

す常務理事の人件費相当分を別枠として対象外に

したということですので、ご理解賜りたいと存じ

ます。

〇議長（冨岡幸夫） 総務政策部長。

〇総務政策部長（伊藤道郎） リサイクル燃料中間

貯蔵施設の安全性についてのご質問にお答えいた

します。

市に対する事業者からの報告によりますと、ま

ず今回の東北地方太平洋沖地震並びに津波におい

、 、ては 敷地内で観測された最大加速度は約69ガル

このガルというのは地震の揺れの強さをあらわす

のに用いられる単位でございますけれども、約

69ガルでございまして、設計用の地震動450ガル

に対して十分小さいものであったとのことでござ

います。

また、津波につきましては、敷地直近の関根浜

、港で約2.9メートルの津波を観測しておりますが

敷地前面で設計上想定しております津波の高さ約

6.3メートルより低いものであったとのことでご

ざいます。

今般の福島第一原子力発電所の事故は、地震と

津波による電源喪失により原子炉の冷却機能が失

われたことによるものでございますが、中間貯蔵

施設においては、停電等により電源が喪失したと

仮定した場合でもキャスクは自然冷却であり、貯

蔵のための電力は使用していないので、問題ない

とのことでございました。

なお、キャスク内圧力や周辺監視区域境界にお

ける放射線量の測定などの貯蔵監視に必要な電源

につきましては、８時間対応の無停電電源装置を

設置する設計となっておりますが、今回の事象を

踏まえ、さらに長時間の停電が発生した場合にも

対応できる電源車の配備を検討しているとのこと

でございます。

このように安全性は確保されるものとの認識を

持っておりますが、市といたしましては、今回の

福島第一原子力発電所の事故に係る調査、検証等

により得られる知見をもとに、必要であればさら

なる安全安心を確保するよう事業者に求めていき

たいと考えておりますので、ご理解賜りたいと存

じます。

次に、今回の福島第一原子力発電所の事故を踏

まえ、現在の予定地にオフサイトセンター建設は

可能なのかという趣旨のご質問についてお答えい
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たします。澤藤議員からも同様の趣旨のご質問を

いただきましたので、お答えが同じ内容になりま

すことをご了承願います。

オフサイトセンターの設置要件については、原

子力災害対策特別措置法施行規則で定められてお

りますが、その要件の中に原子力事業所との距離

が20キロメートル未満の範囲に設置することとい

う規定がありますが、現在全国の各原子力施設に

係るオフサイトセンターは、すべてそれぞれの施

設から20キロメートルの内側に設置されておりま

す。今回の福島第一原子力発電所事故において避

難区域が20キロメートル以内と設定されたことか

ら、オフサイトセンターがその機能を果たせなく

なったものでございます。

ただ、対象となるオフサイトセンターが機能を

果たせなくなった場合の対策として、それぞれに

おいて代替のオフサイトセンターが指定されてお

り、東通原子力発電所のオフサイトセンターにつ

いても、代替施設として六ヶ所オフサイトセンタ

ーが指定されております。当市に計画されており

ますオフサイトセンターは、関根浜に建設が進め

られている中間貯蔵施設に係るものでありまし

て、施設からは約９キロメートルの位置にありま

すが、仮に東通原子力発電所を対象にした場合で

は、発電所から約21キロメートルございます。

中間貯蔵施設に係るオフサイトセンターの設置

場所については、市としては現在の予定地に建設

するということで、今後とも国と協議をしてまい

りたいと考えておりますので、ご理解賜りたいと

存じます。

〇議長（冨岡幸夫） 財務部長。

〇財務部長（下山益雄） ご質問の３点目、財政再

建についてのご質問にお答えいたします。

ご質問の趣旨は、下北医療センターの川内診療

所、大畑診療所、脇野沢診療所の総額約45億円の

不良債務解消には不安定な要因があり、いまだ確

定していないのではないか、そしてむつ総合病院

の33億円の未払金については平成26年度以降各年

度の返済金額を決定していないのかというお尋ね

というふうに受けとめました。

初めに、平成22年度末における下北医療センタ

ー全体の不良債務の見込みについてでございます

けれども、むつ総合病院等の資金剰余金を計上し

ている病院、診療所分を除いて約46億円となって

おり、前年度末に比べますと、約８億円が不良債

務解消されたというふうな形になってございま

す。このうち川内、大畑、脇野沢の３診療所に係

る不良債務の見込額につきましては、約40億円と

なってございまして、前年度末の約45億円から５

億円ほど解消されており、財務状況は確実に改善

されつつあります。

一方では、まだ資金不足比率が経営健全化基準

を超えておりますことから、財政健全化法に基づ

き策定した経営健全化計画の達成に向けて鋭意取

り組むことが求められているところであります。

また、この計画では各病院、診療所において経

費の節減を図りながら、一般会計からの計画的な

繰り入れにより平成24年度までに資金不足比率を

経営健全化基準であります20％を下回ることを目

標とするとともに、平成25年度において不良債務

を解消するというふうな計画となっております。

特にこの中で各病院、診療所の不良債務について

は、各市町村が責任を持って解消することとなっ

ているため、むつ市においても川内、大畑、脇野

沢診療所分約40億円の不良債務の解消に取り組ん

でいかなければならないものと考えております。

ただし、平成25年度までの不良債務解消は、あ

くまでもむつ総合病院の資金剰余金を加味した下

北医療センター全体でとらえた場合でございま

す。個々の診療所でとらえた場合には、新谷泰造

議員ご指摘のとおり、不良債務解消の進捗に差が

生じる可能性もあり、平成25年度末においてもな
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お積み残しが残るというふうな可能性もあります

が、すべての不良債務解消に向けて引き続き取り

組んでまいりたいと考えておりますので、ご理解

を賜りたいと存じます。

、 、次に むつ総合病院の33億円の未払金について

平成26年度以降の各年度の返済金額は決定してい

ないのかというお尋ねであります。この点につき

ましては、新谷泰造議員のこれまでの一般質問に

もお答えしておりますが、前段でお答えしました

とおり、まずは下北医療センターの経営健全化計

画に基づいた３診療所の不良債務の解消を最優先

として取り組んでおります。

支払いにつきましても、経営健全化計画におけ

る不良債務の解消が終了する平成26年度以降を予

定し、債務負担行為の設定を平成34年までとなっ

てございます。具体的な年度ごとの支払い額につ

いては、まだ不良債務の解消の途上にありますこ

とから、お示しできる状況にはありません。した

がいまして、今後市の中長期的な財政状況を見き

わめながら、鋭意努力をしてまいりたいと考えて

おりますので、ご理解を賜りたいと存じます。

〇議長（冨岡幸夫） 民生部長。

〇民生部長（奥川清次郎） ご質問の４点目、指定

管理者制度につきまして答弁をさせていただきま

す。

まず、ウェルネスパークの指定管理についての

１点目、平成19年度自主事業収益の一部を施設改

修費として積み立てるべきではないかとのご質問

でございますが、本施設での自主事業は、民間の

持つアイデアとノウハウが利用する市民に好評を

得た事業でございまして、収益もまた市民ニーズ

に対応した結果、利用者の増という形で生み出さ

れたものでございます。この収益を改修費として

積み立てさせることは発注者であるむつ市自らが

指定管理者制度の根幹とも言うべき民間のアイデ

アや経営能力と活力がもたらす質の高い市民サー

ビスの提供というものを否定することになりかね

、 、ず 特にスポーツ施設の指定管理につきましては

こうした指定管理のメリットを最大限生かしてい

くことこそが私どもが市民ニーズにこたえていく

うえでの最良の策と考えておるところでございま

す。

なお、修繕の取り扱いにつきましては、小規模

な修繕については指定管理者が、その他の修繕に

ついては所有者でございます市が対応することと

して基本協定に定めているところでございます。

次に、平成21年度にグループから単独で指定管

理をした理由は何かとのご質問でございますが、

さきのむつ市議会第207回定例会におきましても

ご説明をいたしておりますが、平成21年度の公募

に当たって、１法人単独の申請となり、市の指定

管理者選考委員会において選定し、議決を賜りま

したことから、指定管理者として平成21年度以降

の指定をしたものでございます。なぜ単独で申請

したかにつきましては、応募団体内部の事情でも

ございますし、私どもの調査の守備範囲以外のこ

とではございますが、この団体が施設の管理運営

ノウハウを習得し、管理運営が可能と判断したも

のと受けとめております。

次に、人件費の比較についてのご質問でござい

ますが、時給を基本とした雇用条件と、月給を基

本とした雇用条件があり、正社員と有期職員には

有給休暇と賞与がございますが、短期パート職員

には賞与がありませんので、一概に給与の額を１

年間の勤務時間で割った値で比較することが比較

の仕方としてはいかがなものかというふうに思っ

てございます。

次に、団体役員の兼務の内容と人件費の案分に

ついてのご質問でありますが、団体役員の兼務内

容は、施設管理業務の管理監督者として職員の勤

務実態の把握と施設の維持管理状況、運営状況の

確認を行うため、週に１度はその実務を行ってお
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ります。それに対する人件費の案分につきまして

は、勤務実態に合わせ、５分の１相当を指定管理

者業務の経費として認めているものでございま

す。

指定管理者制度についての２点目、むつ地区体

育施設指定管理についての補てん協議について、

リフト利用料が収入予定額の120％を超えた場合

の協議を110％にしたほうが公平ではないかとの

ことですが、指定管理収益の一部を返還させるこ

とはむつ市議会第206回定例会の民生福祉常任委

員会において委員から、民間の経営能力の衰退に

つながりかねないなどの意見がございましたが、

リフト使用料の収入が天候などによりかなり不安

定であることから、減収の場合は予定額の90％に

満たなかった場合に協議することとし、さらに増

収については指定管理者のモチベーションを向上

させ、インセンティブを働かせるために、また指

定管理の効果を引き出すためにも120％を設定し

たところでございます。

次に、指定管理者の基本財産についてのご質問

であります。議員ご承知のように、ＮＰＯ法人に

は資本金のようなものがありません。むつ市議会

第206回定例会において、新谷泰造議員の基本財

産とはどのような内容のものかとのお尋ねに対

し、運用資金としての財産であるとお答えしたも

のでございます。さらに、さきのむつ市議会第

207回定例会における新谷泰造議員の一般質問に

おいて、基本財産906万円はどのような性質の財

産なのかとのお尋ねに、貸借対照表に記載してあ

る資産の部の合計を流動資産として説明したもの

でありますが、いずれも平成21年12月31日の決算

期における現金、預貯金でございます。

また、この906万円はどのような理由で準備で

きたかとのご質問ですが、法人の会費収入、大会

等の事業収入や指定管理料等の収入から事業経費

を差し引いた金額でありますが、この法人の決算

期である平成21年12月31日現在の現金、預貯金で

ありますので、ご理解賜りたいと存じます。

以上でございます。

〇議長（冨岡幸夫） ３番。

〇３番（新谷泰造） 市長の政治姿勢の議会答弁に

ついて、観点を変えて質問させていただきます。

宮下市長は議長に不規則発言で、宮下市長が自

瀆ら冒 された思いをしたと発言し、宮下市長は答

弁の中で、新谷泰造議員の一般質問は宮下市長が

いかにも１億7,800万円を相手方に利益を与えた

というふうな、まるでお金を渡したような、聞い

ている限りではです、そういうふうな感じ方を宮

下市長は感じ取りましたと述べ、新谷泰造議員の

一般質問の内容は、宮下市長の名誉を侵害するも

のであると宮下市長は不規則発言により議長に直

訴いたしました。その結果、私の一般質問の内容

は議会運営委員会で審議されることになりまし

た。幸い議会運営委員会の委員の各議員の見識に

より、私の一般質問は議員としての許される発言

内容ということで不問ということになりました。

そこで、私の名誉のため、いま一度宮下市長に

お尋ねいたします。私の一般質問のどの部分が名

誉侵害に当たるのでしょうか。私の名誉に関する

ことでありますので、明確な説明をお願いいたし

ます。

〇議長（冨岡幸夫） 市長。

（ ） 、〇市長 宮下順一郎 前の定例会につきましては

そのとき私はそういうふうな思いをいたしてお話

をさせていただいたわけでございます。そのとき

の感情、そしてまたさまざまなご指摘の部分、こ

の部分がございましたので、私にとって、新谷泰

造議員も名誉がおありのように、私自身にも名誉

があるということで発言をさせていただいたわけ

でございます。

〇議長（冨岡幸夫） ３番。

〇３番（新谷泰造） では、もうこの件はこれで終
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わらせていただきます。

次に、原子力行政について質問させていただき

ます。東日本大震災後の先ほどの去る４月６日の

リサイクル燃料貯蔵株式会社のリサイクル燃料中

間貯蔵施設の安全性についての説明会によります

と、まずリサイクル燃料貯蔵株式会社は、原子力

使用済燃料が臨界に達して爆発することは金属キ

ャスクの中にボロンという液体が入っているか

ら、100％原子力使用済燃料が臨界に達して爆発

することはないとしております。しかしながら、

福島原発でも安全神話のもと、放射能漏れの事故

は起こらないとされていましたが、放射能漏れの

事故が起きてしまいました。むつ市の原子力使用

済燃料が事故によってボロンという液体が漏れて

臨界爆発ということは100％ないのか。

次に、リサイクル燃料貯蔵株式会社は、関根浜

に震度４以上の地震による津波が来ることはない

と説明していますが、その根拠は何か。福島原発

事故でも福島の浜には津波は来ることはないとさ

れていながら、東日本大震災により福島原発に

14メートル以上の津波が来てしまいました。

次に、リサイクル燃料貯蔵株式会社は、原子力

使用済燃料に対する自然冷却装置は気温27度の場

合までに対応しているとしています。しかしなが

ら、むつ市では近年温暖化現象で気温27度以上の

35度程度になる日があります。温暖化で気温35度

以上になった場合でも原子力使用済燃料に対する

気温27度までの自然冷却装置で冷却できるのでし

ょうか。

福島第一原子力発電所の教訓から、事故により

むつ市のリサイクル燃料中間貯蔵施設の原子力使

用済燃料から放射能漏れがあれば、むつ市民はす

べての生活基盤を失うのですから、リサイクル燃

料中間貯蔵施設の安全性を再検証するため、市民

参加によるリサイクル燃料中間貯蔵施設の安全検

証委員会を設置する予定はないのか、市長のご所

見をお伺いいたします。

〇議長（冨岡幸夫） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 臨界防止のためのボロンの

話がございましたけれども、ボロンは液体ではな

い、ぼろんと落ちるようなことはございません。

これだけを確認をさせていただきたい。

そしてまた検証委員会、この部分については県

の検証委員会等がございますので、当市としては

考えてはございません。

〇議長（冨岡幸夫） ３番。

〇３番（新谷泰造） 私としては、市民の立場から

検証委員会を設けるべきだと思いますけれども。

次に、財政再建についてでありますが、下北医

療センターの大畑 川内 脇野沢診療所の総額45億、 、

円の不良債務の解消は不安定、むつ総合病院に対

するむつ市の下北医療センターに対する負担金不

履行の分の33億円の不良債務については、実質上

返済計画なしの財政再建は見せかけの財政再建で

はないかと思うところであります。

以上で質問を終わります。

〇議長（冨岡幸夫） これで、新谷泰造議員の質問

を終わります。

午前11時５分まで暫時休憩いたします。

午前１０時５２分 休憩

午前１１時０５分 再開

〇議長（冨岡幸夫） 休憩前に引き続き会議を開き

ます。

◎上路德昭議員

〇議長（冨岡幸夫） 次は、上路德昭議員の登壇を

求めます。２番上路德昭議員。

（２番 上路德昭議員登壇）

〇２番（上路德昭） おはようございます。むつ市

議会第208回定例会に当たり一般質問をさせてい
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ただきます。

まず初めに、３月11日に起きました東日本大震

災にて被災され、亡くなられた多くのとうとい命

に心からご冥福をお祈り申し上げます。そして、

福島第一原子力発電所内においてお亡くなりにな

りましたむつ市出身の若者に心からご冥福をお祈

りいたします。

さて、日本国民の多くの方が、そして世界じゅ

うの人々が今までのライフスタイルを大きく見詰

め直す大震災となりました。何かのご縁かはわか

りませんが、本日６月22日は、私の28歳の誕生日

であります。市長が掲げるネクスト50を私に当て

はめますと、ちょうど50年後の今日、私は78歳と

いう年で、むつ市がもっともっとよりよいまちで

あるイメージを膨らませて気持ちを込めて質問に

移らせていただきます。

まずは、質問事項１、むつ市及び下北産の食の

安全に対する行政の取り組みについてお聞きいた

します。福島第一原子力発電所から約300キロ離

れた神奈川県内におきまして、日本を代表する特

産品のお茶の葉から放射性セシウムが検出されま

した。荒茶自体だと健康には影響ありますが、お

湯を注いで飲むときになりますと、規定内の値で

あり大丈夫ですという、少しはてなマークのつく

あやふやな事態が起きております。これは、神奈

川県の事例となっておりますが、むつ市としても

同じく１次産業の特産物がたくさんあります。仮

にこういった事態になった場合に対し、対応は今

後どうしていくかをお聞きいたします。

また ロシアのチェルノブイリでは 事故後25年、 、

経過した現在もなお半径30キロ圏内では規制区域

として人間も作物も何もかもできない無風地帯と

して現在もあります。世界で一番広大な面積を持

つロシアでは、その政策は通用いたします。しか

し、日本国内において、その政策は通用いたしま

せん。早急に居住地の確保と食の生産を福島にお

いて開始しなければいけません。

むつ市がもしそうなるかもしれないという想定

を含めて、短期的な取り組みと中長期的な安心安

全をきちんとした証拠を携えて、世界に対して失

った信頼を取り戻し、国内において生産された１

次産業の作物を、また漁業を売り出していかなけ

ればなりません。隠ぺいといううそは、消費者離

れの悪循環を生む根源だと思っております。長い

将来を見詰めた志の高い意識を持ってご回答をよ

ろしくお願いいたします。

質問の要旨（１ 、放射線量とその他の放射性）

有害物質の測定などの取り組みの施策は （２ 、、 ）

中長期的にわたった継続的な食の安全への配慮は

をお聞きいたします。

続きまして、質問事項２、むつ市及び下北半島

における原子力政策の今後の課題はをお伺いいた

します。６月13日、イタリアでは原子力政策を問

う国民投票が行われました。そこで、投票率

54.79％ 原発凍結賛成票94.05％ 凍結反対5.95％、 、

という結果にベルルスコーニ首相が、イタリアは

原発にさよならを言わなければいけないという声

明を出し、賛成派、反対派が平等に論じた民意を

素直に国政に生かした政治が展開されました。こ

ういった事例を踏まえて、むつ市では幅広い意見

を出し合うため、市民の皆様の意見をざっくばら

んに言い合える協議会等の開催の意向はあるかど

うかをお伺いいたします。

そして、今後の日本の電力事情の議論が国政で

は展開されております。むつ市では再生可能エネ

ルギー施設誘致に向けた市政にかじを切る意向が

あるかをお伺いいたします。

次に、喫緊の課題といたしまして、下北半島の

命の道路として急がれる下北半島縦貫道路の早期

完成に当たり、入り口が南バイパスだけで果たし

ていいのか、有事の際には下北半島縦貫道路と沿

線道路の連携を数カ所考えたほうがよいのではな
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いかと提案いたします。

以上、質問の要旨（１ 、推進意見と反対意見）

の市民も含めた平等な協議会開催の意向はあるの

か （２ 、再生可能エネルギー誘致に向けた政、 ）

策はあるのか （３ 、避難道路に対して沿線道、 ）

路連携に向けた今後の展望はあるのかをお聞きい

たします。

最後は、質問事項３、自然災害に対して、より

よい情報提供システム構築の今後の展望はをお聞

きいたします。今回の大震災におきまして、長時

間の停電になり、行政側の情報発信が果たして多

くの市民の避難指示や安心を届けられたのかと改

めて確認をし、今後にこういった事態がまた起き

るとの想定をし、行政の責任として情報伝達の徹

底を図るため質問いたします。

質問の要旨（１ 、インターネット活用による）

情報提供の今後の取り組みは （２ 、防災無線、 ）

に対する聞こえづらい等の今後の取り組みは、

（３ 、むつ市の環境に見合った災害時の情報提）

供の展望はをご質問いたします。

以上３項目、市長並びに理事者の皆様方には、

傍聴席にいらっしゃる市民の皆様方並びにエフエ

ムアジュールをお聞きになっていらっしゃる市民

の皆様方に明快かつ簡潔なご答弁をよろしくお願

いいたします。

以上、壇上からの質問を終わります。

〇議長（冨岡幸夫） 市長。

（宮下順一郎市長登壇）

〇市長（宮下順一郎） 上路議員のご質問にご回答

申し上げる前に、28歳の誕生日、本当におめでと

うございます。心からお祝いを申し上げる次第で

ございます。また、前段ネクスト50というふうな

ことで、50年たつと78歳、上路議員はまだ元気だ

と思います。そのときに振り返ってみて、50年前

、 、 、を振り返ってみて ああ 冨岡幸夫議長のもとで

議会でこういうふうな発言をし、むつ市が元気に

なっていったのだなと、こんな思いを抱いてもら

うべく我々行政一丸となって市政発展のために取

り組んでいきたいと、このように思います。何か

一服の清涼感漂うご質問をいただきました。心を

引き締めて答弁をさせていただきたいと、このよ

うに思います。

上路議員のむつ及び下北産の食の安全に対する

市政の取り組みについての第１点目、放射線量と

その他の放射性有害物質の測定などの取り組みの

施策はについてお答えいたします。福島第一原子

力発電所の事故発生以来、日本各地におきまして

放射能汚染に伴う農林水産物の出荷規制などが行

われ、食の安全性が問われているところであり、

上路議員はこのような状況を踏まえ、むつ及び下

北で産出される農林水産物の安全性を確認する必

要があるのではないかとのご質問であります。

青森県におきましては、以前からむつ市内にお

いて空間放射線の測定を行い、結果を公表してい

るところでありますが、現在のところどの測定地

点においても過去の数値を上回るような状況とは

なっておりません。また、県が４月から５月にか

けて東通村において牧草、原乳及び太平洋海域の

コウナゴに含まれる放射性物質の検査を行った結

果では、原乳及びコウナゴでは放射性物質は不検

出、牧草では放射性ヨウ素は不検出、放射性セシ

ウムは暫定許容値を大幅に下回る値が検出されて

おります。これを受けまして、県ではこれまでど

おり牧草を飼料とすることに問題がない旨の周知

を行っているところであります。

現在、青森県の農林水産物につきましては、全

県的な検査は行われておりませんが、県内の他自

治体等におきましては、風評被害の防衛策と安全

安心の担保として食品衛生法登録検査機関による

放射性物質の検査を受ける事例が見られておりま

す。当市におきましても、ホタテガイの販売に関

して、流通、消費者の信頼関係を保つため、むつ
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市、川内町、脇野沢村、３つの漁業協同組合にお

いて放射性物質の検査を行う予定であると伺って

おります。

私は、食品に求められる要求の中で、安全であ

ることは何よりも優先されなければならない事項

であるとの認識にあります。今後は、漁業協同組

合や農業協同組合など生産者と消費者のかけ橋と

、 、なる団体や県などと連携し ホタテガイやナマコ

イカなどの生鮮魚介類、野菜や生乳などの農畜産

物についての検査体制を支援してまいりたいと考

えております。このことにより、むつ市産品の安

全性が強くアピールされ、安定的な販売に貢献す

るものと考えております。

次に、ご質問の第２点目、中長期的にわたった

継続的な食の安全への配慮はについてお答えいた

します。このことにつきましては、第１点目でお

答えいたしましたとおり、団体等が行う農林水産

物の検査体制を支援し、さらに検査結果を公表す

ることにより、むつ市の農林水産物の安全性をア

ピールすることが可能であると考えておりますの

で、ご理解を賜りたいと存じます。

次に、むつ市及び下北半島における原子力政策

の今後の課題の第１点目、推進意見と反対意見の

市民も含めた平等な協議会開催の意向はあるかと

のご質問でありますが、去る３月11日の巨大地震

は未曾有の被害をもたらしたと同時に、我が国の

エネルギー政策、とりわけ原子力に関する部分を

大きく揺るがしているところであります。エネル

ギーは、国民生活や経済活動の基盤をなすもので

あり、エネルギー政策の基本は安定供給の確保、

環境への適合、経済効率性であるとエネルギー基

本計画にうたわれております。エネルギー資源が

脆弱な我が国にとって原子力発電はこれに相応し

たエネルギーであると位置づけられ、現状の生活

水準の維持と経済成長を図るうえで原子力発電の

位置づけは大きく変わることはないと考えている

ところであります。

しかしながら、先ほども述べましたように、福

島第一原子力発電所における事故は、原子力政策

の大前提となっている安全確保と国民の信頼を根

底から覆す深刻な事故となっております。事故収

束に向けたロードマップは示されてはいるもの

の、多くの課題が山積し、その道のりは決してた

やすいものではないと考えており、まずは一刻も

早く放射性物質の拡散防止を図っていただきたい

と願うものであります。

今後国が設置した事故調査・検証委員会や県が

設置した県内原子力施設を対象とした検証委員会

の検証内容等も参考としながら対応してまいらな

ければならないと考えておりますが、少なくとも

今すぐに大きな方向転換を図るという可能性は少

ないものと認識しております。

また、おでかけ市長室や市長への手紙など、各

種の広聴手段により市民の皆様からの声は直接私

に届いておりますし、各種会合等においてもお話

を聞く機会がございます。さらには、要望書とい

う形でのさまざまなご意見などもいただいており

ますことから、議員ご提案のような場を改めて設

置するという考えは持っておりませんので、ご理

解を賜りたいと存じます。

次に、ご質問の２点目、再生可能エネルギー誘

致に向けた政策はあるのかとのお尋ねにお答えい

たします。再生可能エネルギーは、近年化石燃料

、 、の枯渇や 地球温暖化の緩和対策として注目され

特に太陽光発電、風力発電、地熱発電の利用開発

が進んでおり、さらには海流発電、潮力発電、海

洋温度差発電など技術開発がまたれるところであ

ります。

先般の東日本大震災による福島第一原子力発電

所の事故を受け、国内では再生可能エネルギーの

利用に関心が高まっており、フランスで開催され

たＧ８サミットの場で菅首相が、2020年代の早い
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時期に再生可能エネルギーの割合を20％を超える

水準とすると発言しているところでもあります。

このように現在、再生可能エネルギーが非常に注

目されていることは認識しているところでありま

すが、現状では再生可能エネルギーによる発電は

全体の数％程度と低く、発電コスト等さまざまな

課題がその背景にあるものと考えております。

議員お尋ねの再生可能エネルギー事業の誘致に

ついてでありますが、市ではこれまで風力発電事

業に関し問い合わせのあった企業への情報提供

や、事業化に向けた風況調査を実施した企業への

事務協力を行ってきたところでありますが、調査

結果として風況が思わしくないとのことで、事業

化には至っていないところであります。

また、太陽光発電に関しては、過去30年間の年

平均日照時間が約1,650時間と、現在メガソーラ

ー計画が進んでおります八戸市より約200時間以

上短く、これまでも事業者からの企画提案はあり

ませんでした。しかしながら、この３月に閣議決

定され、現在国会で審議されております電気事業

者による再生可能エネルギー電気の調達に関する

特別措置法案、いわゆる全量買取制度法案が成立

いたしますと、再生可能エネルギーを用いて発電

された電気について国が定める一定の期間に一定

の価格で電気事業者が買い取ることが義務づけら

れ、その結果風力発電事業等への投資リスクが低

減されますことから、技術開発の進展と相まって

発電事業へ参入する企業が増すものと考えている

ところであり、当市内で発電事業を計画するなど

関心を示す企業に対しては情報提供などの協力を

していきたいと思っております。

なお、市では地中熱や温泉廃熱等の利用につい

て昨年度から取り組みを開始し、現在国のモデル

事業への採択を目指し準備を進めているところで

あります。今後においても、さまざまな自然エネ

ルギーの利用について検討していく予定としてお

りますので、ご理解とご提言をよろしくお願いし

たいと、このように思います。

次に、第３点目の避難道路に対しての沿線道路

連携に向けた今後の展望についての災害時市街地

道路の渋滞解消のため迂回路を考えるべきではな

、 、いか また東通原子力発電所が事故発生となれば

国道が通行どめとなることから、避難路の確保を

下北全体として考えるべきではないかとのご質問

であります。３月11日の震災発生直後、下北地域

全域が停電となり、信号機の点灯が停止し、主要

道路を初めとして市内至るところで渋滞が発生い

たしました。特に国道338号の中央交差点付近は

混雑が目立ったところであります。市街地の渋滞

につきましては、時間帯によってはふだんから見

受けられている状況にありますので、この渋滞の

解消と迂回路につきましても今後各関係機関と対

策を協議してまいりたいと存じます。

、 、また 東通原子力発電所において事故が発生し

住民避難が必要となった場合の避難道路として、

国道279号あるいは国道338号を想定しております

が、10キロメートル圏内が避難区域に設定され、

立入禁止区域に指定された場合には、両国道とも

通行が規制されるおそれがあります。

、 、一方 大間原子力発電所において事故が発生し

地震、津波が同時発生した場合、津軽海峡に面し

、た国道279号は通行ができなくなる可能性が高く

その際の避難ルートとしては迂回路として国道

338号海峡ライン、県道川内佐井線、薬研佐井線

あるいは易国間林道等が考えられますが、冬期間

でも通行が可能な避難道路の整備が急がれるとこ

ろであります。

さらに、陸路すべてに交通規制がかかり、下北

広域が孤立化した場合に備え、海路、空路などの

避難ルートも検討していく必要があると考えてお

ります。

上路議員ご指摘のように、これらの避難路確保
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の問題は広域にわたる課題であり、近隣町村との

連携のもと取り組んでいかなければならないもの

と認識しておりまして、今後原子力発電所にかか

る関係市町村連絡会議において最重点項目と位置

づけ、協議調整を図ることとしておりますので、

ご理解賜りたいと存じます。

次に、自然災害に対してよりよい情報提供シス

テム構築の今後の展望についてのご質問の１点

目、インターネット活用による情報提供の今後の

取り組みについてでありますが、市では災害時に

おける市民に対する広報手段として、防災行政用

無線を初めエフエムむつのほか、インターネット

の普及に伴い、市ホームページ、防災・かまふせ

メール等のさまざまな手段により情報提供を行っ

ております。

インターネットを活用した情報提供につきまし

ては、災害等緊急時における迅速な情報提供手段

として有効でありますが、一方ではインターネッ

トや携帯電話を利用できない市民との間の情報格

差が生じていることも事実であります。３月11日

に発生した東日本大震災及び４月７日の余震で

は、停電、通信障害に伴い、市ホームページを初

め一部携帯電話が利用できなくなったことから、

復旧まで長時間にわたり情報配信ができない状況

となりました。市といたしましては、緊急時にお

ける情報伝達の手段は特に重要ととらえ、しっか

りと確保していかなければならないものと認識い

たしております。

防災行政用無線については、聞こえにくい地域

からの改善要望も多くありますことから、放送設

備の新設や改修を行うなど、難聴地域の解消に努

めてまいりますとともに、緊急時に災害対策本部

が設置される本庁舎内にエフエム放送設備を設置

し、迅速かつ正確な情報を発信するため、これま

で以上にエフエムむつとの連携を図ってまいりた

いと考えております。

情報を受ける側の環境も考慮しながら、相対的

な課題としてとらえ、インターネットのさまざま

なサービスも組み合わせることで緊急時における

情報提供について効率的、効果的な方法を取り入

れてまいりたいと考えておりますので、ご理解賜

りたいと存じます。

次に、防災行政用無線が聞こえづらいというこ

とに対する今後の取り組みについてのご質問にお

答えいたします。防災行政用無線放送は、市から

の行政情報や緊急情報、あるいは町内会からの各

種広報等市民生活と密接に結びついております。

特に災害時においては避難勧告や避難指示の発令

及び解除、避難所の開設に関する情報、ライフラ

インに関する情報等、市民の生命、財産及び生活

等に直結する極めて重要な情報を提供していると

ころであります。防災行政用無線の放送内容が聞

き取りにくい、いわゆる難聴区域の解消に関する

要望は以前から寄せられておりますが、その原因

といたしましては、住宅の高気密化、住宅地の拡

大等が上げられます。市では、これらの要望に対

し、防災行政用無線設備の新設及び移設、あるい

はスピーカーの種類の変更や向きの調整、さらに

はテレホンガイドの活用、エフエムアジュール等

により対応しているところでございます。

今年度におきましては、むつ地区では２カ所、

大畑地区では１カ所の新設、また今定例会でご承

認をいただきました補正予算において、さらに４

カ所に新設することとしております。今後におき

ましても、地域の実情を十分把握しながら、難聴

区域の解消を図るとともに、毎年実施しておりま

す保守点検の結果等をもとに適正な配置、管理を

行ってまいりますので、ご理解賜りたいと存じま

す。

次に、むつ市の環境に見合った災害時の情報提

供の展望についてのご質問であります。昭和35年

のチリ地震の際の津波では、大湊地区の海岸沿い
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で浸水被害が発生したことから、沿岸地域や河川

周辺地域に対する迅速かつ正確な情報提供は円滑

な避難行動をとるうえで非常に重要であります。

大規模災害時においては、建物の倒壊や火災、道

路やライフラインの寸断等が発生することが予想

され、そのような状況下では地域住民が自分たち

の地域と自らの命は自分たちで守るいわゆる自

助、共助が極めて重要となってまいります。市で

は、防災ハザードマップ等により避難場所や危険

箇所等の周知に努めているとともに、自主防災組

織結成に向けた取り組みにも力を入れております

が、このような組織を立ち上げた中で、地域とし

て必要な個別訓練などの実施については地域の皆

様とともに連携を図りながら検討してまいりたい

と考えておりますので、ご理解賜りたいと存じま

す。

〇議長（冨岡幸夫） ２番。

〇２番（上路德昭） 大変わかりやすい答弁ありが

とうございました。１の項目から、ちょっと気づ

いたところがありましたので、再質問していきた

いと思います。

食の安全に関してなのですが、先ほど私が例に

出した神奈川県の基準データ、出てしまったと。

ちょっとその対応を例にとってなのですが、県は

そういうふうな形で安全だから国のほうに安全の

宣言を出すようにというふうに求めて、またさら

にそういう行為が消費者にとっては、何だ、それ

というふうな見方をされて、ますますその評価を

落としてしまうというようなことをやってしまい

ましたので、これはネガティブにとらえるのでは

なくて、ポジティブにとらえますと、悪い見本だ

と思って、これ出た場合とか、ちゃんとそこまで

考えているかどうか、万が一ホタテガイから出て

しまったとか、ちょっと基準値を超える値が出て

しまったという場合にはどういった対応をするか

というのをちょっとお聞きしたいなと思います。

〇議長（冨岡幸夫） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 想定したくないご質問でご

ざいますけれども、国自体がまだその基準値、さ

まざまな食べ物についての基準値、また土壌につ

いての基準値、まだしっかりした見解が出されて

いないところが非常に多うございます。その部分

は、やはり国にしっかりと、まずそれを発信して

もらわなければいけないと、こういうふうな思い

をしています。

どこの市だったでしょうか、たしかゆうべのニ

ュースか何かで、私の知っている市長、あれは関

東のほうのある市なのですけれども、大学の同門

なのですけれども、その方がテレビに出ていまし

て、うちの市としてはこの何ミリシーベルトとい

うふうな基準値を出して安全宣言とか、ちょっと

まずいよとかと、こういうふうな一つの基準値を

示しました。しかしながら、これはまだ国で基準

値を出していない、その根拠というのは何なのか

というふうなところ、そういうふうな解説もして

ありました、そのニュースの際に。そこのところ

で、やはりしっかりと国が基準値を示し、土壌に

ついても食についても、空中放射線、そういうふ

うなものについても、しっかりとした基準値を提

示してもらわなければいけないと。

そしてまた、測定の部分におきましても、非常

に簡便な装置で測定するものと、そしてまた、こ

れも市販されているような、インターネットでよ

く流通しているような、ああいうふうなもので果

たしていいのかというふうなところ。そこのとこ

ろはやはり公の機関でしっかりと測定をして、そ

して国の判断を求めていかなければ、あちこちで

この基準値が変わってしまうと、食についても土

壌についても。そういうふうなところは、私はい

かがなものかと、このように思っていますので、

早く国のほうで、また科学者等でしっかりとした

ガイドラインをつくってもらうというふうな思い
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を今上路議員のお尋ねの中で感じた次第でござい

ます。それに従って対応していくものと、こうい

うふうに思っております。

〇議長（冨岡幸夫） ２番。

〇２番（上路德昭） ありがとうございます。

先ほど言った独自の基準を設けたというのは、

たくさんあるのですが、私がちょっと調べた中で

、 、長野県のほうで 13市町村で独自の基準を設けて

長野県になると、やはりそういう１次産業のもの

が、結構メーンなものが多いと思いますので、そ

れはもう国を待っていられないと、国の基準がい

つまでも出ないのであれば、自分たちで決めよう

というので出したわけであって、非常に消費者の

信頼はそっちのほうが高いと思われるのです。攻

撃的な市政というか、やっていくためには、今後

そういうふうなものがあってもいいのではないか

なと思いますので、ぜひ参考にしていただければ

なと思います。

あと期間なのですが、もう一点再質問なのです

が、中長期的にというふうに先ほど私質問したの

ですが、昨日も出ておりましたが、放射能という

のを水素爆発が起きた時点で、自分は本当にネガ

ティブな見方をすれば、これはまずいなという事

態で、先ほども言ったとおり、神奈川県でもその

くらいの値が出る、子供とか本当に、今起きるの

ではなくて、今から15年後、20年後に、実際にチ

ェルノブイリとかの例をとってみると、15年後に

小児がんを発症した人がいる。実際にこれが、値

がすごく上がったという現実がありますので、こ

こからずっとやり続けていく期間とかを設けず

に、ぜひ10年、15年、20年かけても常に今のこの

原発事故に対しての食の安全は、むつ市は大丈夫

だというふうな確証を今ぜひ市長のほうからいた

だければなと思います。その期間が具体的にもし

決まっているのであれば教えていただければいい

なと思います。

〇議長（冨岡幸夫） 市長。

〇市長（宮下順一郎） やはりこの調査というふう

なものは、各関係機関と協調した中でやっていか

なければいけない。その部分においては、むつ市

には日本分析センターが昨年こちらのほうに誘致

してできました。そういうふうな形の中で日本分

、 、析センター等々と また日本原子力研究開発機構

そういうふうな組織も、科学研究所的な部分もご

ざいます。そういうふうなところのお力をいただ

きながら、本当に中長期的に継続をして、これは

測定をしていかなければいけないものというふう

な思いをいたしております。50年後に78歳になっ

たときに、体の変調を来さないような形、これか

らご家族を持ち、お子さまというふうな形で、健

康な状況をしっかりと守らなければいけないのが

。 、我々の今役割であると 10万年後の話ではなくて

50年後と、こういうふうな話をしていただくとい

うふうなことは、非常にありがたいお話だと、こ

のように思います。継続してこれは測定をしてい

かなければいけないものだと、このように長いス

パンの中で測定を続けてもらうべく我々も働きか

けていきたいと、このように思います。

〇議長（冨岡幸夫） ２番。

〇２番（上路德昭） 前向きなご答弁、大変ありが

とうございます。

この食の安全に関しては、本当にもう衣食住の

基本的な分野から、私が思うのは、地震が起きて

しまい、福島の事故が起きて、日本の今食料に対

して五十数カ国が輸入制限をして、本当であれば

１次産業ではなくて、２次産業、３次産業のもの

が海外に対してもちょっと売りにくくなってきて

いるときに、本来であれば１次産業でちょっと持

ち直そうよというような国策をとってほしいとこ

ろに起きてしまったので、もうこれ１次産業も世

界の国々から見ればすごく信頼を落としていると

いう現実がありますので、これに対しては科学的
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根拠を持って挑むというのがやはり、そして国も

大事なのですが、こういう小さな市町村からちゃ

んと独自でそういうふうにやっていくというよう

なことを今後ともよろしくお願いいたします。

続きまして、質問事項２のほうにいきたいと思

います。推進意見と反対意見、そういう協議会の

開催はないというご答弁をいただきました。確か

、 、にいろんな機関がありますので ここの市議会も

私の立場としてもそうなのですが、そういうたく

さんの意見を踏まえて話し合っていかなければな

らないこの議場なわけでありまして、個人的に、

先ほど壇上で申し上げましたとおり、今明らかな

数字で出ているのは、新聞紙上とかを見ても、国

民のおおよそ７割から８割くらいがもう原発はや

めましょうという意向で、これが民意なわけでは

ないですか、ある意味。これが民意なのですが、

やはりそれが通用しないというのであれば、やは

りそういうのを考えればイタリアのほうが先進的

なスタイルだなとすごく思うのです。ヨーロッパ

というのは、やっぱりそういうのが進んでいるの

だなと。それで一気にもう、今まで向いていた方

向をもがらっと180度変えますよというようなこ

とができればすごくすてきなことだなというふう

に思いまして、これは無理かどうかはわからない

ですけれども、これは本当に提案なのですけれど

も、例えば何か今７月に市長選挙になるかならな

いか、なるという方向みたいなのですが、例えば

なるとなった際に、紙１枚でいいので、市長の名

前を書く紙と、もう一枚 「あなたは原発に賛成、

ですか、反対ですか」というような、本当それだ

けで、ある意味若い人たちは、興味を今持ってい

るのです、政治に対して。なので、例えばそうい

、 、うのとかは 現実的ではないかもしれないですが

市長、これどう思いますか。

〇議長（冨岡幸夫） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 非常にユニークなご発想を

展開なされました。つまり住民投票的なというよ

うなことなのでしょうけれども、果たしてこれが

住民投票になじむのかどうかと。ヨーロッパのほ

うでは、イタリアとドイツのお話がございました

けれども、ではイタリアとドイツは、その電力は

どこから持ってくるのかと、こう言われますと、

フランスから持ってきて、原子力発電所の電気を

買うわけです。そういうふうな状況になります。

例えば本当に極端な話、昨日はイエスかノーか

というふうなことになりましたけれども、原子力

発電所イエスかノーかと、こうなった場合、今こ

ういうふうな状況の中で、イエスかノーかという

ふうな、なかなかこれ判断は、私は余りにも厳し

過ぎるのではないかと。とめてしまったらどうな

るのというふうな、そういうふうな極論に入って

しまうわけでございます。ただ、これは昨日の方

は減少し、そして廃炉にするというふうな、現在

を容認していると私は受けとめました。そういう

ふうな形の中で、これを決してとめてしまえとい

うふうな、そんな荒っぽい議論は、やはりこれは

避けるべきではないのかと これは 10年先 20年。 、 、

先にどういうふうな形でこのエネルギーをベスト

ミックスに持っていくのかと、こういうふうな議

論をやはりしていく必要があると。

つまりそういうふうな形での投票行動というの

は、これはイエスかノーかというふうな判断を求

められるわけでございます。そうではないだろう

と。もうちょっとこれはしばらくこの部分、安全

性を確認しながら自然エネルギーを、再生可能エ

ネルギーを使っていこうというふうな、そういう

ふうな形の議論に発展をすればいいわけでござい

ますけれども、さあ、危ない、危ないのは危ない

のです、現実危ないことが起きましたので。です

から、より慎重にこれは事業として取り組んでも

らわなければいけないし、審査も厳しくしてもら

わなければいけないだろうと、こういうふうな形
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を進めていく必要があろうと。

そういうふうな意味では、さまざまな形で私の

ところにはメールだとか、投書だとかが舞い込ん

でおります。多くの中間貯蔵に対しての批判的な

部分、これは県外の方々が非常にメールでは反応

があります。これは、かつてこの場でもお話をし

ましたように 隠れかっぱの湯 １日に70件 80件、 、 、

メールが来ました。ほとんど市外の方、東京の報

道を見まして中心部、都会のほうからそういうふ

うな形で、何で隠れかっぱの湯を消すのよと、な

くするのよと、その利用もなかなかしたようなイ

メージを持たないような方々から多く来ている

と。そういう意味でのメールだとか投書、そうい

うふうなものは十分来ておりますので、それらを

ちゃんと目を通して、この部分についてはどうい

うふうな対応ができるのかと、安全性を心配して

いる方もございます。そういうふうなところも、

しっかりと対応して見きわめていくと、こういう

ふうな思いをいたしております。

〇議長（冨岡幸夫） ２番。

〇２番（上路德昭） ありがとうございます。私も

。 、同じ発想なのです とめるというわけではなくて

やはり徐々にそれをなくしていこうよという運動

を今違う組織でやっております。

次の２の（２）のほうの再生可能エネルギーの

誘致に向けた施策に入る前に、最近市議会議員の

皆様で東通原子力発電所に行ってまいりました。

本来であれば、これはここでする話ではないのか

もしれないのですが、その稼働に当たっての安全

基準の見直し今やっておりますが、私が行ってち

ょっとこれはと思ったのがあったのです。ちょっ

と１点だけ話をさせてほしいのですけれども、何

か炉心の燃料棒を運び込むためのでかい扉が、３

メーターといいましたか、高さが３メーターで横

幅もすごく大きな、３メーター、３メーターくら

いはあったと思うのですが、その大きな扉に説明

員の方が歩きながら、あそこにも津波対策を施し

ておりますと自信満々に言っていまして、想定が

15メーターで今いろいろやっていると。その扉に

は津波対策のために、万が一波が来たときに入ら

ないようにということで、ゴムのパッキンをやっ

ているのですが、それが何と半分までゴムのパッ

キンが、開けるほうの真ん中の部分にも約半分く

らいまで。右端と両端の水が入らないようにする

パッキンも半分くらいまで、扉に対しての半分く

らいまであるのです 「えっ、これどうして半分。

までなのですか」と聞いたら 「そこの高さまで、

が15メーターだから、そこまでのパッキンでやり

ました」と言っておりまして 「ああ……そうで、

」 、すか というくらいにしか言えなかったのですが

公務員というか、頭がかたいというか、そういう

あれなのだなというのがありました。

再生可能エネルギーの誘致なのですが、今長崎

のほうで、一応企業を巻き込んで九州電力でやっ

たやつなのですが、これは３月30日のやつなので

すが、長崎県の大村市に出力3,000キロワットの

メガソーラーをつくったと。これに対する運転開

始が2013年度から始まるということで、約700人

規模の雇用を生んでやっていくと。むつ市におい

ても、確かにメガソーラーというのは、確かに南

のほうになければいけないとは思うのですが、ど

んどん、どんどんそういうバッティングしない企

業として、むつ市に誘致する運動とか働きかけの

詳細を何かありましたら教えていただければ大変

ありがたいのですが。

〇議長（冨岡幸夫） 市長。

（ ） 、〇市長 宮下順一郎 東北電力東通原子力発電所

そのパッキンの話は、私よく見ておりません。こ

の部分は、しっかりと今定期検査中でございます

ので、原子力安全・保安院等が対応するものと、

私はそのように認識をしております。3.11のあの

津波というふうなことに対しての対応方というふ



- 226 -

うなことで、その部分は評価はしておりますけれ

ども、その部分までしかなかったというふうな話

は初めてお聞きしましたので、この部分等につい

ては当然原子力安全・保安院等が厳しいチェック

をしていくものと、このように思っております。

長崎県のメガソーラーの例をとらえまして、こ

ちらのほうにというふうな、これからどんな仕掛

けをしていくのだろうかというふうなのが根底に

あるお尋ねだと思います。先ほどお話ししました

ように、八戸ではメガソーラー、これが基地とし

てこれから建設、そして稼働に向かっていくと思

います。ただ、当むつ下北地域、この部分は日照

時間が約200時間だったでしょうか、少ないと、

こういうふうな形の統計的なものもございます。

また、冬場は非常に曇り、雪もあるというふうな

こと、そういうふうなところで、その雪対策をど

うするのかと、こういうふうな部分、そういうこ

とでのメガソーラー、太陽についてのこの部分、

これは他地域とは劣る部分が、南のほうと、県内

でも八戸等々と比べると劣る部分があるだろう

、 。 、と こういうふうに私は思います しかしながら

強いものがあります。これは何かといいますと、

、 。まず温泉がありますし そしてまた海があります

風もあります。そういうふうなところをさまざま

な場面を通じて、企業がもしそういうふうな形で

手を挙げるような場面はバックアップをしていき

たいと。

実際この職につきましてから、風力発電のお話

が、むつ市内のある地域でございました。その部

分において風力調査をするというふうなことで、

風の力、それから風の向き、そういうふうなこと

を調査した結果、ちょっとこれは不適であると、

不適地だと、あるその部分、その地域においては

不適地であるというふうな判断がなされ、実現を

しなかったというふうなことがございました。そ

、 、ういうふうな形で 今後さまざまな機会を通じて

ここの地域の優位性は何なのか、自然エネルギー

について、そういうふうな仕掛けはどんどんして

いかなければいけないだろうと。

この市役所の中にも非常におもしろい素材がご

ざいます。地中熱を利用した形の、それも今検討

を始めております。ヒートポンプというのでしょ

うか、そういうふうな形のものを使って融雪、そ

ういうふうなものができないかどうかというふう

な今研究を始めているところであります。

〇議長（冨岡幸夫） ２番。

〇２番（上路德昭） ありがとうございます。この

再生可能エネルギーに対しては、本当に広く市側

が、例えばホームページとかでもいいですし、開

いてすごく見やすいところに間口を広く広げて、

これから今国会の中でも話し合われているとお

、 、 、り どんどん どんどんこの電力事情というのが

今までが東北電力とか東京電力とか、すごくがん

じがらめになっていた分野が恐らく今変わってく

るのではないかと。もう民間企業も入り込めるよ

うな、これはある携帯電話会社の話がすごく好き

なので、そういう今やっているとおり、送電線が

国営化になって、発電に関しては民間のほうでと

いうような、どんどん、どんどんそういうふうに

間口を広げていけば、もしかしたらむつ市にもそ

ういった外部の会社がどんどん、どんどんすぐ入

り込める、ましてや土地もありますし、何か研究

施設でもやりませんかとか、どんどん、どんどん

そういうのをやっていければなと思っておりま

す。

この電力、先ほどの東通原子力発電所の話にも

つながるのですが、東京で５月23日に副都知事の

猪瀬さんが、自分のブログで天然ガスの発電所を

見てきたと。これから東京も自給自足で電気を賄

っていって、今までは嫌なもの、原子力発電です

よね、嫌なものに対してはほかの地域で賄っても

らってというのを、もう今後やめていく方針で、
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安全な再生可能なエネルギーだったりとか、そう

いう天然ガスとかを自分のほうでつくって、それ

で自分たちの土地で自分たちの電気は賄っていこ

うよという、今福島のことが起きて、徐々にいろ

んなところの意識が変わり始めてきたと思います

ので、ぜひこれに対しては市政がどんどん、どん

どん積極的に取り入れていくべきだと思いますの

で、よろしくお願いいたします。

次に、避難道路に対しての、その沿線のお話に

なるのですが、先ほども空路、今回の一般質問の

中で出てきました海路、陸路、いろんな選択肢が

今あってもいいと思うのです。それの中で市民が

選べるというふうなのが一番よりよいと思います

ので、ぜひそれに対しては、そういうふうな避難

の仕方を、選択肢を市民の皆様にどんどん、どん

どん提案していく。多分個人的には荷物をいっぱ

い持っていきたいので車で逃げたいとなったら、

積んで持っていけるので、今回結構いっぱい出て

きますけれども、ＥＰＺというその単語、それで

避難道路が確保されなければ、それは避難道路と

は言わないので、ぜひ今後の下北半島縦貫道路を

つくるに当たっては、ちょっとそれは外してもら

うというか、万が一起きても、ちょっとだけの間

ですので、外していただけるような措置ができれ

ばすごくいいなと思っておりますので、ぜひよろ

しくお願いいたします。

続きまして、自然災害に対しての情報提供シス

テムの今後についてご質問いたします。あの３月

11日の日も、携帯電話もすごく通じなかったり、

もちろん電気もつかないので、なるべく携帯電話

も使わないようにしていたというのがあるのです

けれども、自分はあれからいろんな人たちと話し

して、皆さんそれぞれが結構情報の調達先が違っ

て多種多様になっていたのです。今若い人たちで

言えば、自分たちの世代で言えば、いろんな情報

をもらえる、市長もツイッターというものをやっ

ておりますが、そういうのだったり、ホームペー

ジ、今いろんな携帯電話でもスマートフォンと言

われる情報量が多い携帯電話が普及しております

ので、そういうふうなものを活用するのも１つで

すし、先ほどの２点目の防災用無線、それもやり

つつ、今やはりいろんな情報伝達の仕方を広げて

いかなければだめだと思いますので、思いついた

のが広報車というか、そういうふうな車両という

のは今むつ市に何台ぐらいあるのでしょうか。

〇議長（冨岡幸夫） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 具体的に何台と、ちょっと

今、老朽化したワンボックス車、スピーカーがつ

いたのがございます。そのほかに道路パトロール

車、こういうふうなものをひっくるめますと、正

確な数字は今ちょっと、後ほど報告させていただ

きます。

つまりそういうふうなことで広報車もそうです

し、チャンネルをいかに多くするかというふうな

お尋ねだと思いますので、多分上路議員はここま

でいくのではないかなと、ちょっと今想像したの

は、マウンテンバイクで、例えば庁舎間の連絡を

しろとか、そういうふうなところまで行き着くの

ではないかなと思っていましたけれども、いかが

で……私がお尋ねをする場面ではございませんけ

れども、ちょっとそういうふうな発想をいたした

ところでございます。今確認をさせます。

〇議長（冨岡幸夫） ２番。

〇２番（上路德昭） 済みません、突然の質問で。

思ったのは、ふと原始的に立ち返って、私の今住

んでいる家も若干聞き取りづらいのです。広報車

というか、自分は黄色と白のむつ市の車とか見た

ことがあるのですけれども、極力ああいうのに、

確かに要らないのですけれども、スピーカーなり

、 、をつけて イカ屋さんとかではないですけれども

本当にそういうので細かいところまでちょっと回

って、その人たちに無線を持たせるのです。そう
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すれば、ああいう事態になったときに、市民の人

たちはすごく不安、自分も不安でしたし、皆さん

不安だと思いますので、どうなのですか、むつ市

大丈夫なのですかとかと出てきた人に対しては、

随時無線でそういうふうな今ある情報を確認し合

って、いや、この地区は大丈夫ですよとか、ここ

を発信拠点として、より細かいところの情報提供

が一斉にこういう災害が起きたとなったときに、

ばっとそれをパソコン上のインターネットを活用

して、そして防災用無線も鳴る、すぐそういうふ

、 、うな地点には車が配置される 行くというような

ずっと永遠に繰り返しで「今回の地震は大丈夫で

す」とか、今雨がどうのこうのとか、例えばそう

いうのでも回って、すぐ受け取れるニーズに対し

てのこちらももっともっと発信するニーズをふや

していくという提案をしていいと思います。

、 、実はすごく気がかりな 今回避難率が16％とか

太平洋沿いのほうだったのですが、実は陸奥湾沿

いの脇野沢の下あたりを震源地として、3.11の地

震が終わってから４回地震が起きております。３

月25日、５月14日、５月20日、５月22日と、マグ

ニチュードは大きくて大体3.4から小さくて2.7ク

ラスの地震が起きておりますので、もう想定外と

いう言葉は絶対使ってはいけないので、もしかし

たら陸奥湾沿いでもこれによって起きる可能性、

そしてもしかしたら湾内ですので、余り大きくな

くても、津波が若干大きくなる可能性があるとい

うのも含めて、思ったのは避難訓練、大平岸壁で

やっていたやつとか、想定を広げて、今三陸沖だ

ったりとかにするのではなくて、それも一つなの

ですが、陸奥湾の中でも起き得るかもしれないと

いう想定も含めて、例えば高台のほうでやってみ

るとか、考えていただければいいなと思います。

きのう言っていた地上デジタル放送の中でもワ

ンセグを活用した文字情報がありますので、テレ

ビがつかないときもあるかもしれないのですけれ

ども、携帯電話でもそれは見れますので、そうい

ったものの市側とそういう会社の提携をして、携

帯電話で見たりとか、ワンセグを見たときに、そ

の情報がむつ市に住んでいるときには、それが受

け取れるというようなところもつくっていただけ

ればいいなと思います。

これで私の質問を終わりますが、市長は今国と

か……

（ 答えます、車の台数」の声あり）「

〇２番（上路德昭） お願いします。

〇議長（冨岡幸夫） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 各消防署及び分署に各１台

ずつ広報車がございます それから そのほか13台。 、

というふうなことになりますので、消防署と合わ

せますと18台というふうなことに現在広報車はな

っております。

〇議長（冨岡幸夫） ２番。

〇２番（上路德昭） ありがとうございます。今市

長は、国とか県とかのそういった決まらない基準

とかだったりとか、すごく忙しく板挟みな状態だ

と思いますが、私の中で先ほども申し上げたとお

りネクスト50、むつ市50年後の先は、できれば人

口も10万人規模の都市であって、にぎやかなむつ

市で、できれば国の政策でころころ変わるのでは

なくて、むつ市に住む自分の年のような若い人た

ちが夢を持てるむつ市にしていきたいなと思って

いますので、今後ともよろしくお願いします。

質問を終わります。どうもありがとうございま

した。

〇議長（冨岡幸夫） これで、上路德昭議員の質問

を終わります。

昼食のため午後１時10分まで休憩いたします。

午後 零時０４分 休憩

午後 １時１０分 再開

〇議長（冨岡幸夫） 休憩前に引き続き会議を開き
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ます。

◎目時睦男議員

〇議長（冨岡幸夫） 次は、目時睦男議員の登壇を

求めます。９番目時睦男議員。

（９番 目時睦男議員登壇）

〇９番（目時睦男） 大畑町選出、改革21会派の目

時睦男であります。むつ市議会第208回定例会に

当たり一般質問を行います。

３月11日に発生した宮城県沖を震源とする東日

本大震災は、マグニチュード9.0という史上類を

見ない巨大なもので、津波とあわせ大変な被害を

もたらしました。被災地域は、青森県も含め関東

までの広範囲に及び、多数の方々が犠牲になりま

した。心より哀悼の意を表します。

この自然災害がさらに大規模停電を引き起こ

し、東北や関東地区では生活や経済に大きな混乱

をもたらしました。便利さのみを追求した私たち

の生活への反省と、この国のあり方、脆弱さが露

呈したのではないでしょうか。これからは、国民

の知恵と行動により新たな電力確保と節電を実施

していかなければなりません。

原発事故を起こした福島第一原子力発電所の６

基のうち２基が立地している双葉町は、人口

6,600人の小さな町でありますが、14年間で電源

三法交付金が約34億円、固定資産税は多い年で約

18億円で、歳入の半分を占め、下水道や町道、図

書館整備など、公共事業がどんどん進められ、発

電所では多いときには6,000人が働き、東京電力

だけでなく敷地内には約30の関係会社が事務所を

構えておりましたが、そのうち交付金の適用期限

が切れ、固定資産の適用期限は年を追うごとに減

価償却が進み、減収が続き、過大な公共事業のツ

ケと施設運営費で財政難に陥り、2009年に原発立

地自治体として全国初の財政再建団体に転落をい

たしました。そして、町の商店後継者の中には、

わざわざ跡を継いで苦労しなくても電力会社に入

れば安定した収入があるとの考えから、どんどん

店が閉まり、客側も車で町外の大型店で１週間分

をまとめ買いしてくれば地元の店に用がないとの

声がある一方、地元でしか買い物ができない高齢

者の中には買い物難民が出始めているさなか、今

回の事故で町民全員に避難指示が出され、役場ご

と避難を余儀なくされ、いまだ避難生活を強いら

れているのであります。

町に住民をとどめるために誘致した原発のせい

で、今は町に住民が近づくこともできません。噴

火災害で全島避難し、避難前の４分の３に減った

伊豆諸島、三宅島のように、仮に避難生活が長期

化すれば、生活基盤を築くため避難先で仕事につ

き、ふるさとの双葉町に戻れなくなる町民がふえ

ることも予想されます。多くの原子力施設を抱え

ている下北半島にとって、住民の安全安心の生活

基盤確立の重要性を改めて痛感しているところで

あります。

それでは、市長初め理事者の明快で前向きな答

弁をご期待申し上げ、通告に従い、以下５点につ

いて一般質問をいたします。

最初の質問は、原子力安全対策についてであり

ます。このことについて、何人かの同僚議員の質

問と私の質問通告内容が一部重複しておりますこ

とをあらかじめお許しをいただきたいと思いま

す。

東日本大震災と同時に発生した東京電力福島第

一原子力発電所で、地震から１時間後の15時42分

に全交流電源が喪失して、外部からの電気が全く

来なくなり、何もできない状態になったところに

津波が襲ってオイルタンクが流出し、さらに配電

盤などの配線系統が水浸しになって注水不能とな

り、内部電源の非常用ディーゼル発電機が全く作

動しないことから、原子炉内の水位がぐんぐん下
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、 、がり始め 水素爆発により原子炉の建屋が崩壊し

燃料棒の集合体が溶け落ちる、いわゆる炉心溶融

が起きて大量の放射能漏れ事故を引き起こし、我

が国で始めて原子力災害対策特別措置法に基づく

原子力緊急事態宣言が発令されました。さらに原

発事故の深刻度が国際原子力事象評価尺度ＩＮＥ

Ｓによる暫定評価で最悪のレベル７に引き上げら

れ、大地震から３カ月を経過した今日、周辺地域

では広範囲な避難指示のもと、多くの住民が避難

生活を余儀なくされているほか、農作物の汚染や

風評被害も深刻化しております。

我が下北半島には、六ヶ所再処理工場を初め東

北電力東通原子力発電所１号機が立地され、大間

原子力発電所、中間貯蔵施設が建設中であり、加

えて東京電力東通原子力発電所１号機が計画され

るなど、原子力施設が集中していることから、今

回の福島第一原子力発電所事故を経験し、多くの

市民の方々が原子力の安全対策に疑問と不安を抱

いております。これまで国策として進めてきた原

子力開発に対し、国や事業者は学者、研究者から

施設の不備や活断層の存在などの指摘がありなが

らも、検証や見直しをせず、安全神話のごとく絶

対安全を言い続け、今回の事故は想定外と言って

、 。 、いますが だれが見ても人災であります そこで

市民の安全安心を図るため、以下４点について市

長の所見を伺います。

１点目は、今回の事故を受け、国の防災基本計

画や原子力防災指針などの見直しや、県の専門家

委員会を設置しての検証などが報道されておりま

すが、今回の事故を受け、原子力の安全性につい

てどのように認識し、国や県に対し今後何を求め

ていくのか、対応策があればお聞かせを願いたい

と思います。

２点目は、県は原子力災害時の地域防災計画の

見直しに向けた有識者による原子力災害対策検討

委員会を７月に設置するとのことでありますが、

本市の地域防災計画は平成19年度に修正をしてお

りますが、今回の事故を教訓に見直しをする考え

があるかお聞きをいたします。

３点目は、オフサイトセンターは重大な原子力

災害が起きたときに国や地元自治体、電力会社な

どの関係者による対策本部が行われる施設であり

ますが、福島第一原子力発電所は５キロ離れた場

所にオフサイトセンターがあり、事故発生後、半

径20キロ圏内に避難指示が出されたことから、セ

ンター機能を福島県庁に移しました。むつ市は、

中間貯蔵施設のオフサイトセンターを本年度予算

に７億2,794万5,000円を計上し、現庁舎向かいに

建設を予定しておりますが、今回の福島第一原子

力発電所の教訓を生かし、設置場所を見直す考え

がないのかお尋ねをいたします。

４点目は、原子力災害や事故により集団避難が

余儀なくなった際の避難の手段、方法をどのよう

に考えているのかお伺いをいたします。

、 。質問の２点目は 環境行政についてであります

バブルが崩壊した以降、景気低迷が続き、地場産

業を初めあらゆる企業が経営悪化から活力を失

い、ひいては倒産に追い込まれるなどから、最近

空き店舗や空き工場が多くなってまいりました。

地元に働く場がないことから後継者がやむなく都

会に出ざるを得ず、残された親が病気などによっ

、 、て亡くなった後 住宅が空き家になっているなど

最近廃墟あるいは廃墟らしき建物が目立っており

ます。これは、産業廃棄物処理法が制定され、多

額の解体費用がかかることや、地価の下落によっ

て解体後の土地の売却が期待できないなどが原因

。 、 、と考えられます また 中には借金返済ができず

銀行管理の物件の場合、銀行側が解体しないで廃

墟のままにしている建物もあるようであります。

このような状態は、民法上の問題があるにせよ、

美観景観を損ねていることから、市が解消に努力

。 、する必要があると考えます そのようなことから
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次の２点についてお伺いをいたします。

１点目は、廃墟あるいは廃墟と思われる建造物

を地区ごとに実態把握をしていると思いますの

で、該当する建物の数量をお聞かせ願いたいと思

います。

２点目は、これらの建物は美観及び景観上から

これまで市として対策を講じてきていると思いま

すが、対応状況と問題点、そして今後の対策につ

いてお伺いをいたします。

３点目は、公共施設整備についてであります。

私は、平成20年12月のむつ市議会第198回定例会

において、大畑学校給食センター、大畑公民館及

び大畑体育館の改築について一般質問した際の教

育長の答弁趣旨は、いずれの施設とも改築の必要

性を認め、財政事情もあることから、市長部局と

の協議を深め、早い時期に改築計画を策定したい

とのことでありました。しかし、この間学校施設

の耐震工事を急がなければならない事情は理解し

つつも、３年目を迎えた現在に至るも、具体的改

築計画が示されておりません。

市民体育館を初め各地区の公共施設を見れば、

老朽化して改築しなければならない施設が目立ち

始めております。中には、危険な施設も出てきて

おるわけであります。そして、これらの施設の大

半が災害時の避難場所に指定されていることから

も、改築あるいは耐震化が必要と判断されます。

そこで伺いますが、分庁舎、地区館、分館を含

む公民館、学校、児童館、保育所などの施設の現

況をどのように認識しているのか伺います。改築

あるいは耐震化に向けた計画はどのようになって

いるのか、財源を含めた施設ごとの改築年次計画

を示していただきたいのであります。

４点目の質問は、土地改良事業についてであり

。 、 、 、ます 土地改良事業は かんがい排水 圃場整備

農道整備などの農業生産基盤の整備を行う事業と

農業集落排水、農村生活環境整備などの農村の整

備を行う事業の２つに大別されております。この

うち農業生産基盤整備を行う事業は、土地改良法

の中で、その実施に関しての手続が規定され、法

律上土地改良事業という名で定義されておりま

す。この土地改良事業は、公共投資、社会資本の

形成ですが、農家の私的財産である農地の利用関

係などに影響を及ぼすことや、農家の費用負担が

あることから、原則として受益農家の申請同意の

もとに実施され、他の公共事業と大きく異なって

おります。現在本市の土地改良事業は、むつ地区

のむつ山辺沢土地改良区、土手内揚水機組合、川

内地区の川内町土地改良区、大畑地区の大畑土地

改良区がありますが、いずれの土地改良区も現在

は水路などの維持修繕を主体に行い、経費の50％

を市が補助しておりますが、残りは休耕している

組合員も含め、賦課金徴収により運営されている

のであります。

しかし、大畑地区を例に挙げれば、改良区の組

合員は581戸でありますが、減反政策で休耕農家

がふえ、現在の耕作組合員は14軒だけであり、主

な事業は200万円弱の事業費で水路の維持修繕を

行っているのでありますが、これらの事業に先代

から引き継いだ休耕田を所有している大多数の組

合員が賦課金を納めなければならないのでありま

す。また、耕作面積が少ないことなどが要因し、

平成22年度から国の戸別所得補償制度の対象者が

なくなっている実態にもあるわけであります。

このような土地改良事業の実態を踏まえ、本事

業の今後の事業運営を市としてはどのような運営

にすべきと考えているのかお聞かせを願います。

さらに、休耕田所有組合員が大多数で、水路な

どの維持修繕事業だけの現在の土地改良事業を考

えたとき、市が事業経費の全額を補助する考えが

ないか、市長のご所見をお伺いいたします。

最後の質問は、国民健康保険税についてであり

ます。年金生活者や高齢者、中小企業の経営者、
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従業員の方々が加入している国民健康保険税が、

医療費が予想以上に伸び、５億5,000万円の累積

赤字を生じたことから、平成20年度と平成22年度

の２回にわたり３割近く引き上げとなりました。

家計がますます圧迫され、納付通知書を受け取っ

た方々から、生活を切り詰め税金を納めているも

のの、この先、生活を維持できるのかどうか不安

でたまらないとの声を多くの方々から聞かされる

のであります。しかるに、このような状態が続け

ば、今以上に収納率が低下して国からの納付金が

減額され、国保会計が維持できなくなって、さら

に税金を引き上げなければならない悪循環を繰り

返すのではないでしょうか。

本市の65歳以上の高齢者の占める割合を見ます

と、平成21年度現在で、むつ地区21％、川内地区

35.4％、大畑地区31.8％、脇野沢地区35.1％であ

り、市全体では24％と年々高齢化が進んでおりま

す。特に数字にあらわれているように、旧町村は

高齢化がどんどん進んでおりますが、これは仕事

を求めて地元を離れざるを得ない若者がふえてい

るからでありますが、この状態が続けば、旧町村

が限界集落に陥らないとも限りませんし、高齢化

が進むことにより、当然医療費が伸びるのは想定

内であります。しかし、だからといって単純に税

金を引き上げればいいということにはならないの

ではないでしょうか。それは、憲法で保障してい

る国民、市民のだれもが健康で文化的な最低限度

の生活を営む権利を有しているからであり、その

権利を国、県、市が責任を持って保障しなければ

ならないのであります。

そこで伺いますが、今後10年間の保険給付金の

推移と国保税の徴収率見通しをどのようにシミュ

レーションしているのかお知らせ願います。

また、市は一般会計からの繰り入れ、いわゆる

法定外繰り入れを否定しておりますが、しかし国

保加入者の負担軽減策として全国の多くの自治体

で法定外繰り入れを行っており、繰入額は全国平

均の１人１万円となっております。したがって、

今後の国民健康保険特別会計の運営に当たって

は、さらなる税負担を避け、法定外繰り入れを検

、 。討すべきと考えますが 市長のご所見を伺います

以上、５項目について申し上げ、壇上からの質

問といたします。

〇議長（冨岡幸夫） 市長。

（宮下順一郎市長登壇）

〇市長（宮下順一郎） 目時議員のご質問にお答え

いたします。

原子力安全対策についての１点目、福島第一原

子力発電所事故から原子力の安全性についてどう

認識しているか、また安全対策について、国・県

への対応策を示せとのご質問であります。今回の

福島第一原子力発電所の事故は、我が国最大の原

子力事故となり、国の原子力政策に対する国民の

信頼を大きく損ねたものと認識しております。今

回の事故の経緯については、浅利議員にもお答え

したとおりでありますが、全国に立地している原

子力発電所は、現行の国の安全基準を満たした施

設でありまして、今回の事故の検証結果により、

国の安全基準の見直しが行われるものと思ってお

ります。

市の原子力防災については、地域防災計画原子

力編に住民の安全対策を中心に定めております

が、現計画はあくまでも東通原子力発電所の事故

を想定した防災計画であり、国の防災指針に基づ

きＥＰＺの範囲を発電所から半径10キロメートル

の圏内としたものとなっております。

今後の市の原子力防災体制については、国の安

全基準や防災指針の改定があった場合、その結果

を踏まえた見直しが必要となってまいりますが、

特に避難道路や避難場所、避難経路の確保や見直

しといった緊急を要する事項については、去る６

月６日に設置を決定した下北半島７市町村で構成
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する原子力発電所にかかる市町村連絡会議におい

て協議、研究していくこととしており、必要に応

じて国や関係機関に要望していくこととしており

ます。

次に、今回の事故を受け、市の原子力防災計画

の見直しが必要ではないかとのご質問でありま

す。斉藤孝昭議員からも同様の趣旨のご質問をい

ただきましたが、今回の福島第一原子力発電所の

事故を踏まえ、国の安全基準あるいは防災指針の

改定が予想されることから、それらの結果を踏ま

え、さらに県の計画との整合を図りながら、市の

原子力防災計画の見直しが必要になるものと考え

ております。

次に、今回の事故を受けて、国の方針の変更が

あった場合に、市の計画している現在のオフサイ

トセンターの設置場所を変更すべきではないかと

のご質問であります。澤藤議員からも同様の趣旨

のご質問をいただきましたので、同様のお答えに

なりますが、オフサイトセンターの設置要件につ

いては、原子力災害対策特別措置法施行規則で定

められておりますが、その要件の中に原子力事業

所との距離が20キロメートル未満の範囲に設置す

ることという規定があり、現在全国の各原子力施

設に係るオフサイトセンターは、すべてそれぞれ

の施設から20キロメートルの内側に設置されてお

ります。今回の福島第一原子力発電所事故におい

て避難区域が20キロメートル以内に設定されたた

め、オフサイトセンターがその機能を果たせなか

ったものであります。

ただ、対象となるオフサイトセンターが機能を

果たせなくなった場合の対策として、それぞれに

おいて代替のオフサイトセンターが指定されてお

り、東通原子力発電所のオフサイトセンターにつ

いても、代替施設として六ヶ所オフサイトセンタ

ーが指定されております。当市に計画されている

オフサイトセンターは、関根浜に建設が進められ

ている中間貯蔵施設に係るものでありまして、施

設からは約９キロメートルの位置にありますが、

仮に東通原子力発電所を対象とした場合では、発

電所から約21キロメートルあります。中間貯蔵施

設に係るオフサイトセンターの設置場所について

は、市としては現在の予定地に建設するというこ

とで、今後とも国と協議してまいりたいと考えて

おります。

次に、六ヶ所村で事故があると国道がすべて通

行できなくなることから、海路を含めてどのよう

な避難手段、方法を考えているかとのご質問であ

ります。この件につきましても同様のご質問を複

数の議員からいただきましたが、東通原子力発電

所あるいは六ヶ所村の核燃料サイクル施設で事故

が発生した場合、国道279号及び国道338号とも規

制がかかることが想定され、下北半島が孤立する

可能性もあることから、陸路での避難が困難にな

った場合の対応として、海路や空路を含めた避難

経路を検討してまいりたいと考えておりますの

で、ご理解賜りたいと存じます。

次に、環境行政の１点目、市内の廃墟となった

空き家の地区ごとの数量を示せとのことでありま

す。市として独自に空き家の調査をいたしており

ませんが、総務省統計局が５年に１回実施してい

る住宅土地統計調査によりますと、直近の平成

20年度のむつ市の空き家数は、推計4,300戸とな

っております。この中には、賃貸のための空き家

や住人の転勤による空き家等が含まれており、１

軒１軒を廃墟かどうかを見きわめ、地区ごとに数

量を出すのは極めて難しいものと思われますの

で、ご理解賜りたいと存じます。

次に、２点目の廃墟となった空き家に対するこ

れまでの市の対応状況と問題点についてでありま

す。議員ご指摘のとおり、当市でも廃墟となった

空き家が増加しており、住環境上の問題や治安の

。 、問題など大変苦慮している状況にあります 台風
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強風等の緊急時には、危険性の度合いにより消防

職員が危険回避のための応急処置として補強等の

対応をしていますが、根本的な解決には至ってい

ないのが現状であります。空き家とはいえ、その

所有者の財産として所有権が存在する以上、所有

者が責任を持って解体処理等を行うべきものであ

り、市が公費を投じて対処することは、その所有

者に対して利益を与えることになりますことか

ら、市が関与することは難しい現状にございます

ので、ご理解を賜りたいと存じます。

次に、ご質問の３点目、公共施設整備について

であります。３点にわたるご質問でありますが、

関連がありますので、一括でのお答えになります

ことをお許しいただきたいと存じます。

まず、公共施設の現況をどのように認識してい

るかとのことでありますが、目時議員ご案内のと

おり、長年にわたる累積赤字の解消を最優先課題

として、計画的にこの解消に取り組んできたとこ

ろであります。こういった厳しい財政事情の中に

おいて、市長への手紙やおでかけ市長室等で地域

の方々から直接市政へのご意見やご要望をお聞か

せいただいている際にも、施設整備に関するご指

摘、ご要望等の声が寄せられ、できるところから

対応させていただいてきたところであります。

また、公共施設の耐震化に向けた対策について

は、これまで子供たちの安全と充実した教育環境

の提供の観点から、小・中学校の耐震化等を優先

的に進めてきたところでありまして、他の公共施

設においても引き続き耐震化等の改善が必要であ

ろうと認識いたしておるところであります。

今後も多くの方々のご意見をお伺いしながら、

存廃を含めた市内全体の公共施設のあり方や改善

計画について検討を行い、財政状況と財源の調達

方法を探りながら、長期総合計画の実施計画に盛

り込んでまいりたいと考えておりますので、ご理

解を賜りたいと存じます。

なお、個々の施設の現況等について、教育関係

施設については教育委員会から、また分庁舎並び

に児童館、保育所については担当から答弁をいた

します。

次に、土地改良事業についてのご質問にお答え

いたします。議員ご承知のとおり、土地改良事業

は農業生産の基盤の整備及び開発を図り、農業の

生産性の向上、増大等に資することを目的として

おり、この目的を図るため、当市内では川内町土

地改良区、むつ山辺沢土地改良区、大畑土地改良

区及び土手内揚水機組合が組織され、主に農業用

水路等の維持管理などの事業を行っております。

ご質問の１点目、事業実態から今後の事業運営

をどのように考えているかについてであります

が、川内町、大畑、むつ山辺沢の各土地改良区及

び土手内揚水機組合の発足当時の耕作面積は約

579ヘクタール、耕作組合員数は1,131名でありま

したが、現在は世代交代による離農や減反政策、

農業従事者の高齢化などにより、耕作面積は約

59ヘクタール、耕作組合員は112名に減少してい

ると伺っております。

土地改良区は、組合員から賦課金を徴収して事

業を実施しておりますが、耕作面積や耕作者の減

少、耕作放棄地の増大などにより厳しい運営状況

にあると認識しているところであります。

今後の事業運営に当たりましては、より一層の

経費節減や事業の合理化に努める必要があると思

われます。市では、県と連携し、耕作放棄地の解

消など、今後の農村整備のあり方を研究し、農業

生産の向上につなげてまいりたいと考えておりま

す。

次に、ご質問の２点目、施設等の維持、修繕事

業を全額補助すべきではないかについてでありま

すが、市では現在土地改良区が行う農業用水路の

維持修繕等に要する経費について、事業費の２分

の１を助成しております。土地改良区は、農業協
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同組合や漁業協同組合などと同じく独立した法人

組織であり、その事業運営につきましては、各土

地改良区の自主的裁量によるものと認識いたして

おります。市では、今後とも各産業団体が行う補

助事業に対しましては、原則事業費の２分の１を

助成することで進めてまいりたいと考えておりま

すので、ご理解を賜りたいと存じます。

次に、ご質問の第５点目、国民健康保険税につ

いてお答えいたします。１点目の今後10年間の保

険給付金の推移と国保税徴収率見通しを示せにつ

いては、担当から答弁をいたします。

２点目の加入者の税負担軽減策として一般会計

から法定外支出を考慮すべきではないかについて

でありますが、国民健康保険はその給付に要する

費用につきましては、国、県の負担金、目的税で

ある国保税で賄う制度であります。一般会計から

国保会計への法定外繰り出しは、総務省から赤字

補てん等の財政援助的な繰り出しは行うべきでな

いとの通知が出ているところであります。また、

平成22年度の国保会計の決算見込みであります

が、議員各位のご理解とご協力のもと御議決を賜

り、税率改正を実施した結果、おかげをもちまし

て、単年度の黒字を確保する見込みとなっており

ます。

今後におきましても、赤字解消に向けて努力し

てまいりたいと考えておりますので、ご理解を賜

りたいと存じます。

〇議長（冨岡幸夫） 教育長。

（遠島 進教育長登壇）

〇教育長（遠島 進） 目時議員の公共施設整備の

現況をどのように認識しているか及び耐震化に向

けた具体的対策についてのご質問で、教育委員会

が所管いたします施設にかかわる部分について、

施設の現況と課題ということで質問が関連いたし

ますので、一括してお答えいたします。

なお、老朽化あるいは耐震不足などで安全に利

用することが難しい施設については、改築等の計

画を市の長期総合計画に盛り込み実施していくと

いう手順により、施設を安全に安心してお使いい

ただけるよう進めてきておりますことは、市が所

管する施設と同様の手続によるところでありま

す。

それでは、教育委員会が所管する施設の中で、

まず学校施設の状況についてであります。野呂議

員の学校の耐震整備についてのご質問にお答えし

た内容と重複する部分がありますが、市内の小・

中学校23校のうち、昭和56年以前の耐震基準によ

り建設され耐震化を必要とする学校施設10校につ

きましては、平成20年度から平成22年度にかけて

７つの学校の耐震化工事が完了したほか、第一川

内小学校は川内中学校に併設して建設した川内小

学校に移転し、この４月から併設型の小中一貫校

として教育活動を始めております。また、城ケ沢

小学校につきましては、保護者並びに地域の皆様

のご理解のもと、本年度末をもって閉校し、大湊

小学校へ統合することとなっておりますことか

ら、耐震化対策が必要とされていた10校のうち９

校について対策がなされております。

なお、耐震化の対策がまだ済んでいない脇野沢

小学校については、改築等に向けた計画を進めて

いくこととしているものの、保護者及び地域の方

々からご意見をいただきながら、子供たちにとっ

てよりよい教育環境を提供していく趣旨を踏まえ

て進めてまいりたいと考えております。

このほか耐震診断の対象施設ではありません

が、木造で老朽化が著しい状況にありました第三

田名部小学校は、位置を変更して昨年12月に校舎

が完成し、教育活動を始めているほか、関根中学

校についても同様の理由から改築計画を進めてま

いりたいと存じます。

また、学校給食の提供に伴う施設である共同調

理場では、学校と独立した施設が２カ所あり、い
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ずれも老朽化が進行していることから、改築計画

を進めていくべき施設であるとの認識から耐震診

断を行っておりませんが、脇野沢学校給食センタ

ーは、その機能を川内中学校に併設する共同調理

場に移す予定であり、今年度において国の補助金

の交付決定をまって着手することにしているほ

か、大畑学校給食センターにつきましては、改築

が急務であるという認識はしっかり持っておりま

すので、建設位置を含めて改築等の検討を行って

いる段階にあります。

次に、公民館の状況についてでありますが、４

地区の中央館を拠点とし、公民館活動が幅広く地

域全体に展開できるように地区公民館を川内地区

に14館、大畑地区に７館、むつ地区に16分館を設

置しております。むつ地区の中央公民館は平成４

年の建設、脇野沢公民館は平成17年に建設した地

域交流センターを活用しており、ともに新耐震基

。 、準を満たす施設となっております 川内公民館は

昭和49年の建設ですが、平成12年に大規模改修を

行っており、その際に耐震化を終えております。

ただ、大畑公民館は昭和44年の建設のため老朽化

が著しく、トイレなど利用に不便を生じる箇所を

修繕で対応しておりますが、今後は安全かつ快適

に利用できるように、耐震化も含め既存施設の転

用や、改築に向けた対応の検討を引き続き行って

まいりたいと考えております。

地区館、分館につきましては、むつ地区の16分

館は町内会の集会所を指定しており、町内会運営

管理のもとで活用されております。脇野沢地区の

３地区館は、平成15年に旧小学校を地区館に転用

しましたが 施設の老朽化が著しいため 平成21年、 、

度から休館としております。川内、大畑地区の地

区公民館は、いずれも地域のコミュニティー活動

の中心となっている施設でありますが、昭和40年

代から50年代にかけての建設のため、いずれも老

朽化が著しく、台風被害による屋根の修理等緊急

性を要するものや、床の補修など利用に不便が生

じるものなどから順次対応しておりますが、年々

修繕箇所が増加してきている状況にあります。

また、現在の主たる利用目的が冠婚葬祭等の集

会施設となっておりますことから、今後の修繕の

対応と地区館としての位置づけの見直しも含め、

地域の方々のご意見を集約し、実態に即したコミ

ュニティー施設としての利用を図るべく検討して

まいりたいと考えておりますので、ご理解を賜り

ますようお願い申し上げます。

〇議長（冨岡幸夫） 保健福祉部長。

〇保健福祉部長（松尾秀一） 公共施設整備につい

ての質問のうち、保健福祉部で所管しております

、 、保育所 児童館の現況と今後の対応につきまして

市長答弁に補足いたします。

現在本市には、新町保育所、横迎町保育所、緑

町保育所、大畑中央保育所の４つの公立保育所が

設置されておりますが、平成13年度に建設されま

した大畑中央保育所につきましては、昭和56年以

降の新耐震基準で建てられた建物となります。ま

た、その他の３保育所は耐震診断の対象となって

おりませんが、いずれも建築後四十数年を経過し

ているため、施設の改修につきましては、３年に

１度建築基準法による定期検査を実施し、その調

査報告書をもとに必要に応じて予算計上し、順次

改修を行っております。

また、児童館につきましては、中島児童館、正

津川児童館、湯坂下児童館の３つの児童館が設置

されており、平成６年度に建設されました中島児

童館は、昭和56年以降の新耐震基準で建てられた

建物で、そのほかの２児童館は耐震診断の対象と

なっておりません。

施設の改修につきましては、保育所同様、３年

に１度建築基準法による定期検査を実施し、その

調査報告書をもとに改修しております。

次に、耐震化に向けた具体策についてでござい
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ますが、保育所及び児童館は幼い子供たちが１日

の大半を過ごす場所であり、また避難場所として

も指定されているところでありまして、安全な環

境を維持するために鋭意努力しているところであ

りますが、耐震化につきましても、今後一定の検

討を加えていくこととしております。

次に、財源を含めた施設ごとの年次計画につい

てでありますが、平成22年度策定の新むつ市保健

再編計画後期計画においては、民間保育園の施設

整備等の支援に積極的に取り組むこととしてお

り、特に旧むつ市内３保育所につきましては、定

、 、員規模を縮小し 順次廃止の方向としているため

現段階で改築の計画は考えておりませんので、ご

理解を賜りたいと存じます。

〇議長（冨岡幸夫） 大畑庁舎所長。

〇大畑庁舎所長（若松 通） ご質問の３点目、公

共施設整備についての大畑庁舎の部分について、

市長答弁に補足説明させていただきます。

まず第１点目、施設の現況をどのように認識し

ているかについてでありますが、大畑庁舎は昭和

54年５月の竣工で32年を経過しております。経過

年数以上に老朽化が進んでおりまして、これまで

雨漏り対策や電気、水道の設備の改修を行ってき

たところでありますが、建物の壁や基礎部分に亀

裂が入るなど、極めて厳しい状況にあり、大規模

な改修、改築が必要と認識しております。

第２点目、耐震化に向けた具体的対策について

でありますが、先ほど申し上げましたように、厳

しい状況にあることから、今後耐震化に向けた調

査を検討していかなければならないと考えており

ます。

第３点目、施設の改築年次計画についてであり

ますが、耐震化に向けた調査結果を踏まえ、今後

の分庁舎の規模、機能等を加え検討していかなけ

ればならないと考えておりますので、ご理解賜り

たいと存じます。

〇議長（冨岡幸夫） 民生部長。

〇民生部長（奥川清次郎） 国民健康保険税につい

て、市長答弁に補足をさせていただきます。

１点目の今後10年間の保険給付金の推移と国保

税徴収率見通しを示せについてお答えいたしま

す。

平成18年度から平成21年度までの４年間の推移

を見ますと、保険給付費につきましては、被保険

者数は減少しているものの、高齢化などの影響か

ら8.3％の伸び率となっており、年平均にいたし

ますと2.8％の伸び率となってございます。１人

当たりでは18.7％、年平均で6.2％の伸び率とな

っております。

近年医療の高度化に伴い、受診回数が少なくて

も治療できるようになった反面、単価の高い先進

技術や新薬の使用が医療費全体を引き上げている

。 、 、と思われます この傾向は 今後も続くと思われ

、 、被保険者数等の動向にもよりますが 当市の場合

年率にいたしまして３％前後の範囲内で増加する

ものと予測され、平成21年度の決算額で約48億

3,000万円であった保険給付費が、単純計算では

ございますが、10年後には約65億円となり、17億

円程度の増額になると予測されるところでありま

す。しかしながら、医療給付費は突発的な理由に

より予測から大幅にずれ込むという要素を含んで

おりますことをご承知おき願いたいと存じます。

医療費の伸びは、当市に限らず全国的な傾向で

もありますので、毎年開催される地方六団体や全

国市長会において、国保会計への国庫負担増額等

を決議し、国等に強力に要望しておりますし、今

後もあらゆる機会をとらえて要望してまいる所存

でございます。

次に 収納率の見通しにつきましては 平成20年、 、

度の税率改正時は現年度分が対前年度比1.94ポイ

ント減の滞納繰越分を含めた全体では0.40ポイン

トの減となり、約17億6,000万円の収入額となっ
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ておりましたが、平成22年度の税率改正後の対前

年度比では、現年度分で1.53ポイントの増、滞納

繰越分を含めた全体では3.46ポイントの増、18億

円の収入見込額となっております。税率を上げた

場合には、収納率が下がるとよく言われるところ

でございますが、今回は大幅に上昇した結果にな

ってございます。

今後の見通しにつきましては、景気動向、経済

動向を、いつどのように見きわめるとかといった

判断が極めて困難な現在、中長期的な見通しを立

てることは非常に難しいと言わざるを得ない状況

にあります。根拠を欠く予測よりも、現在置かれ

た環境下で注意のうえにも注意を払い、まずは収

納率の向上対策、そして各種医療費の抑制事業に

しっかりと力を注ぐことで、一歩一歩着実に会計

の健全化を目指してまいりたいと思っております

ので、ご理解を賜りたいと存じます。

〇議長（冨岡幸夫） ９番。

〇９番（目時睦男） 順不同になる点もあろうかと

思いますが、再質問をさせていただきたいと思い

ます。時間がありませんから、簡潔に質問をいた

しますので、簡潔な答弁をお願いしたいと思いま

す。

１つには、原子力の安全対策の部分で答弁をい

ただきましたが、先ほどお話をしましたように、

現在オフサイトセンターが市役所の向かいに建設

中であります。先ほど市長答弁の中にもありまし

たが、このオフサイトセンターについては国の基

準の見直しも報道されているわけであります。今

のオフサイトセンターは、私が認識するのは、旧

基準というか、これまでの基準の中で向かいの場

所で差し支えないと、こういうふうなことだと思

いますが、今回の福島第一原子力発電所事故の教

訓の中から、国が見直しをした場合に、現在のオ

フサイトセンターの設置場所を再検討せざるを得

ないということが出る可能性があろうかと思いま

すが、その見通しについてお尋ねします。

２点目が、市長答弁で避難の関係等々含めた地

域防災計画の見直しが、国の指針なり県の検討結

果によっては見直しをという答弁でありました。

この見直しを検討するに当たって、市として有識

者はもちろんでありますが、ＮＰＯ法人とか各種

団体、それにまた公募による市民の代表の方等々

含めた幅広い形での検討委員会というか、仮称で

ありますが、そういう組織を設置して、見直しに

ついての検討をする考えがあるか。私は、市民全

体の安全安心にかかわる部分でありますから、そ

ういうような意味での組織をつくって検討するべ

きだと思いますが、お考えをお聞きしたいと思い

ます。

〇議長（冨岡幸夫） 市長。

〇市長（宮下順一郎） オフサイトセンターの位置

につきましては、今後国と協議というふうなこと

で、これは進めてまいりたいと、このように思っ

ております。現在の予定地に建設するという姿勢

で臨んでおります。そのために造成もいたしまし

た。その段階では、国のここの場所でよしという

ふうな判断を受けてスタートしているわけでござ

いますので、今後もそのような形で進めていきた

いと、このように思います。

ただ 見直しといいましても 今度は例えば21キ、 、

ロなのですけれども、40キロ、50キロ離しなさい

というと、本来のオフサイトセンターの機能が果

たせなくなってくる、そういうふうなものもあり

ますので、それなりの今後協議をする場所で論じ

ていきたいと、このように思います。

それから、避難路のほうの検討委員会でしょう

か、その部分につきましては、現在７市町村長の

事務担当レベル、担当の課長会議というふうなこ

とで進めております。その推移を見守っていかな

ければいけません。また、その担当課長はそれぞ

れの専門的な知識も十分兼ね備えておりますし、
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また今後各関係機関の知見、識見、そういうふう

なものを取り入れましての集約に進んでいくと、

このように思いますので、市民ＮＰＯというふう

なお話がありましたけれども、そのような形での

意見を聴取する場面は、それぞれの団体にはある

かもわかりませんけれども、例えば消防団もそう

でございます。そういうふうな形で意見を聴取す

ると、求めるというふうな部分はあるかもわかり

ませんけれども、一堂に会してのそういうふうな

形の検討委員会、検討会議ということは現在のと

ころ私は想定はしておりません。

〇議長（冨岡幸夫） ９番。

〇９番（目時睦男） 国保税の関係について、民生

部長から答弁をいただきました。演壇でも申し上

げましたように、状況としては受益者負担という

か、税金が上がっていくというのは、現在の状況

からしますと、見通し的には大方予想されるわけ

であります。

そこで、今後この国保税の部分については、全

庁挙げて検討していただきたいなという思いをす

るわけでありますが、その中で現在の国保税のあ

り方の部分で均等割、所得割、例えば国保加入者

の中で所得によって３万円そこそこの年金生活で

国保税を払わなければならないという方もあるわ

けでありますし、500万円、800万円等々の所得が

あっての国保税という方もあります。そういう意

味では、総体的な中で所得割等々についても今後

検討していくと、こういう収納率の向上ともあわ

せた場合に、そういう点での総体的な検討を、先

ほど求めております一般会計からの繰り入れ等も

含めて、法定外繰り入れも含めて、総合的な検討

を今後していくという考え方にあるのかどうか、

お聞きをしたいと思います。

〇議長（冨岡幸夫） 民生部長。

〇民生部長（奥川清次郎） お答えいたします。

この会計の背景というのは非常に厳しいものが

ございます。今わかっておりますのは、年率３％

ぐらいの割合で医療費、医療給付費が伸びていく

ということは、これはおぼろげながらに見てとれ

るわけでございますが、環境としては国が分担し

ております補助金、負担金の問題、また市が負担

をしております法定内負担金、これはさきの震災

で財源である地方交付税、単位費用とか係数がど

のように変わるか、もしかすれば激減するかとい

うような可能性もございますけれども、そういう

背景の中で私どもは今やれること、歳出の抑制、

これすなわち、例えばジェネリック医薬品の啓蒙

推進、各種検診事業の充実拡大、またはレセプト

点検の機能の充実というようなもの、そして歳入

においては国保税の確実な税収を図ると、収入を

図ると、そういったようなことが我々にできるも

のでございます。

議員おっしゃられた税の中のそれぞれの負担の

あり方、算出の仕方というものについては、いろ

いろ考え方がございますので、会計担当といたし

ましては、今後調査をしてまいりたいと、このよ

うに思っておりますので、ご理解を賜りたいと存

じます。

〇議長（冨岡幸夫） ９番。

〇９番（目時睦男） 時間でありますから、要望に

絞ってお話をさせていただきたいと思います。

１つは、土地改良区事業について答弁いただき

ました。状況として私は、例えば休耕田等がもう

大分あるわけでありますが、そのことによって現

在耕作していない組合員、土地改良区の組合員が

存在しているわけであります。そういう意味では

もう自分の今の代で全然田んぼがないのに賦課金

を納めなければならない、こういう部分が転作事

業についての行政としての取り組みの薄さもこの

状況を担っている一因ではないのかという感じも

するわけであります。そういう意味では、現在の

それぞれの土地改良区の実情について、今後市と
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しての調査をして、その実態に即した形の中での

行政としてのアドバイスなり施策をつくっていた

だきたいということを要望しておきます。

もう一つには、公共事業の整備の関係でありま

す。

〇議長（冨岡幸夫） 手短にお願いをいたします。

〇９番（目時睦男） これについては、答弁いただ

。 、 、きました いずれにしても 例えば大畑の公民館

もう５年、７年以上も全面屋根にシートをかぶせ

ていると大畑の所長が言いました。大畑の庁舎に

ついてもそのような状況。それで、今の避難場所

との関係からしますと、改築の位置の問題、高台

にするとか、いろんな工夫もしながら、総体的な

施設のあり方も含めて横断的な検討をお願いをし

ながら一般質問を終わりたいと思います。

〇議長（冨岡幸夫） これで、目時睦男議員の質問

を終わります。

午後２時25分まで暫時休憩いたします。

午後 ２時１２分 休憩

午後 ２時２５分 再開

〇議長（冨岡幸夫） 休憩前に引き続き会議を開き

ます。

◎新谷 功議員

〇議長（冨岡幸夫） 次は、新谷功議員の登壇を求

めます。８番新谷功議員。

（８番 新谷 功議員登壇）

〇８番（新谷 功） 民主党、むつ市支部の新谷功

でございます。いろいろお騒がせいたしておりま

す。また、多くの国民の皆様からおしかりを受け

ております。いま少しのお時間をいただきたいと

思います。

さて、去る３月11日に発生いたしました東日本

大震災は、今まで経験したことのない大地震で、

その大津波により、６月21日現在、死者１万

5,471人、行方不明7,472人と未曾有の大被害をも

。 、たらしました 被災されました皆様方のご冥福と

いまだ行方不明の方々が一日も早く発見されます

ことを心からお祈り申し上げます。

また、東京電力福島第一原子力発電所事故が一

日も早く収束し、避難されている住民の皆様が地

元で一日でも早く暮らせるようにと願わずにはお

られません。

さらには、復旧、復興作業、行方不明者捜索に

携わっておられる自衛隊員の皆様、警察の皆様、

そしてボランティアの皆様に心から感謝と敬意を

表したいと思います。とりわけ我がむつ市は、大

湊地方総監部と共存関係にあり、大湊地方総監部

の自衛隊員の皆様も多数災害派遣されているとお

聞きしております。これから暑くなりますが、健

康に十分気をつけ、任務を遂行していただきたい

と思うのであります。

さて、本日６月22日は、私ごとではございます

が、上路議員と同様、私の誕生日でもあります。

この誕生日の日にむつ市議会第208回定例会一般

質問の大トリを務めさせていただくことになりま

した。宮下順一郎市長、１期目最後の答弁をいた

だけることは、私にとって感慨深いものがありま

す。いいムードで本日を穏やかに過ごしたいと思

うのであります。

さて、むつ市議会第208回定例会に当たり、当

市の諸問題について通告の順に従いましてお伺い

いたしたいと存じます。市長並びに教育委員会委

員長におかれましては、よろしくご答弁くださる

ようお願いいたします。

まず最初に、防災行政についてお伺いいたしま

す。今定例会開会日の７日の行政報告の中におい

て、去る３月11日午後２時46分、三陸沖を震源と

、 、するマグニチュード9.0の地震が発生し 青森県

岩手県、宮城県、福島県の42市町村に未曾有の大
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被害をもたらしました。それは、まさしく宮下市

長が申し述べられました1,000年に１度と言われ

る国難を日本にもたらしました。本市では、地震

発生直後、ただちにむつ市災害対策本部を立ち上

げ、市民に対し避難指示を発令、また津波警報が

出された地域の市民に避難勧告を発令し、市長並

びに関係スタッフ一同に深く感謝を申し上げる次

第でございます。

市民の生命と財産を守るという精神が、今ほど

求められているときはないと思うのであります。

どうぞ今後の防災対策全般に万全を期して、危機

管理に努めてくださるよう重ねてお願いを申し上

げる次第でございます。

それでは、質問の第１点目、東日本大震災発生

後の被災地に対する本市の対応についてお伺いい

。 、 、たします 聞くところによりますと 震災発生後

ただちに関係職員の皆様を被災地の応援に派遣し

たと伺っておりますが、その辺のことについて詳

細にお知らせ願いたいと思うのであります。

２点目の防災ハザードマップについてお伺いい

たします。３月11日の大震災直前の２月に市民に

配布され、その巻頭に 「防災が、忘災になって、

いませんか？ 、つまり災害を防ぐ「防災 、災」 」

害を忘れる「忘災」という衝撃的な言葉が巻頭を

飾り発行されました。今さら申し上げることでも

ございませんが、防災ハザードマップとは、大雨

などによる洪水の浸水区域や土砂災害の危険区

域、津波で想定される浸水区域、そしてそれらの

災害時の避難に関する情報を総合的にまとめた冊

子であり、防災バイブルとなり得るものでありま

す。市民の一人一人が防災に対して高い意識を持

ち、地域の防災力の強化を図っていかねばなりま

せん。

このたびの東日本大震災の地震によって発生し

た津波は、多くの科学者の予想を超えたものであ

り、想定外の津波の恐ろしさを知らされました。

そこで、このたび発行されました本市の防災ハザ

ードマップをいま一度検証してみる必要があろう

かと思いますが、いかがでしょうか。また、この

たびの経験を踏まえ、さらに必要としている対策

等がありましたらお知らせいただきたいと思いま

す。

、 、 、 、次に ３点目の市内の児童館 幼稚園 保育園

小・中学校に対し、防災危機マニュアルを作成し

て配布してあるのか、作成されていないのなら作

成し、配布する考えはあるのかお伺いいたしたい

と思います。このことは、先日同僚議員からも指

摘され、答弁がなされましたが、いま一度肝に銘

ずる意味からもご答弁いただきたいと思うのであ

ります。

私は、このたびの東日本大震災の発生後、何と

しても被災地の現状をこの目で見たい、確かめた

いとの思いに駆り立てられ、いても立ってもいら

れない心境に陥っておりました。連休にはと思っ

ておりましたが、ボランティアあるいは道路の復

旧、交通の妨げ等になるとの報道がなされ、行く

に行けず、じっと我慢しておりました。ある日そ

、「 、の話を斉藤孝昭議員にお話ししたところ 先輩

自分は連休を利用して行ってきました」というお

話をされ、その惨状が耳に入りました 「先輩、。

ぜひとも行くべきです」と。斉藤議員は職務柄、

あるいは未曾有の災害を現地で確認し、防災等に

生かしたいという強い思いがあって現地視察に赴

いたのではないかと、このように思っておるわけ

でございます。斉藤議員のご助言を改めて感謝申

し上げたいと思うのであります。ありがとうござ

います。

５月15日、16日にかけて、八戸市、階上町、洋

野町、久慈市、野田村、普代村、田野畑村、宮古

市を訪問いたしました。現地に足を踏み入れた途

端、周り一面が瓦れきの山であり、ただただ驚く

ばかりで声も出ませんでした。身の毛がよだつと
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はこういうことを言うのであると思うのでありま

す。何で、何でという気持ちが心の中で交錯し、

夢中でカメラのシャッターを切りました。出発の

日から翌日16日には、是が非でもむつ市に帰らな

ければならない事情があり、後ろ髪を引かれる思

いで宮古市を後に帰路につきました。その後岩手

県の山田町、大槌町、釜石市、大船渡市、気仙沼

市、陸前高田市、南三陸町、石巻市、松島町、塩

竈市等の惨状が報道され、何としても被災地をこ

の目で見たいという思いが再びよみがえり、５月

28日、29日、仙台泊まりで出発しました。石巻市

立大川小学校の被害状況も見てまいりました。お

くれた避難なぜ、裏山に逃げていればという声が

慟哭とともに聞こえてきます。

石巻市教育委員会によれば、昨年２月、市内の

、 、小・中学校に対し 防災危機マニュアルをつくり

津波が発生した際に安全な場所に避難するよう求

めていたと言われております。ただ、残念なこと

に、大川小学校は安全な場所を近所の高いところ

や公園などとマニュアルに記しておったと言われ

る程度のものであったそうです。具体的な場所を

上げていなかったと言われております。このこと

がこのたびのこのような大惨事を招いたのではな

いかと言われております。

地震後、校庭に全児童108人が集合したのであ

ります。このうち避難中に68人が亡くなり、６人

が行方不明になったと言われております。教職員

、 、 、は13人で 震災当時は11人がおり ９人が死亡し

１人の行方がわからなくなっていると言われてお

ります。後に行方不明の教職員も発見されたと伺

っております。

校舎は２階建てで北上川沿いにあり、河口から

約５キロメートル川をさかのぼった津波は、校舎

の屋上を超える高さに達し、このたびの惨状を招

いたのであります。現地を見て考えさせられまし

た。すぐそばに学校の裏山があり、そこに逃げて

いれば助かったのではと、つくづく現地を見て思

いました。まことに残念で断腸の思いです。現地

の事情に疎い私がとやかく言うのはいろいろ問題

がありましょうが、どう考えても津波が来る方向

に避難したことは考えにくいことなのでありま

す。大津波警報が発令されたら、避難場所は学校

の裏山に避難することとしてあり、それなりに対

策をとっておったなら、このような惨事が大きく

回避されたのではないかと悔やまれます。

校庭での先生方のやりとりを目の当たりに聞い

ていた助かった生徒の一人は、やっと重い口を開

、 。けて その日の状況を表現したと伺っております

生々しい状況が生徒の口から涙ながらに語られま

した。二度とこのようなグラウンドでのせっぱ詰

まった状況が起きることがあってはならないと思

うのであります。先生方は、生徒の精神状況を考

えながら、パニック状態であったのではなかろう

かと思うのであります。

そこで、再びこのような不幸なことが起こらな

いよう、改めて危機管理マニュアルの作成、配布

の必要性を痛感いたしました。いま一度ご答弁の

ほどお願いを申し上げる次第でございます。

次に、４点目の原子力発電所にかかる市町村連

絡会議を設置した経緯及び目的について、また今

後の進め方についてお伺いいたします。このこと

は、さきの３月11日の東日本大震災が発生し、東

京電力福島第一原子力発電所事故を受け、下北半

島全体の原発防災や安全対策を協議する会だと私

なりに思っておりますが、そのような考え方でよ

ろしいのでしょうか、お伺いいたします。

次に、下北半島縦貫道路についてお伺いいたし

ます。１点目として、平成６年に七戸町からむつ

市までを地域高規格道路で結ぶとすることが計画

されたわけでございますが、その後の進捗状況は

どうなっておられるのかお伺いいたしたいと存じ

ます。下北半島縦貫道路の全体の計画についての
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説明があるとすれば、そのことについてもお伺い

いたしたいと存じます。

２点目として、聞くところによりますと、むつ

市から横浜町までの区間について、計画の変更ま

たは見直しの検討が進められておると伺っており

ますが、検討が協議されている場合、どのような

変更または見直しになるのか、あわせてその概要

についてお伺いいたします。

次に、道路行政についてお伺いいたします。市

役所移転に伴い、国道338号バイパスの朝夕の車

両の渋滞が頻繁に起こり、市民生活に大きな支障

を来しております。さらには、むつ警察署新築移

転及び災害対策を目的としたオフサイトセンター

の建設が予定され、ますます交通渋滞が予想され

ております。さらに、大瀬橋交差点も従来より交

通の渋滞が指摘されて今日に至っております。そ

こで、横迎町大平町線及び金曲金谷線の整備状況

並びに予備調査の着手及び詳細についてお伺いい

たします。

次に、市長の政治姿勢についてお伺いいたしま

す。前市長杉山肅氏の急逝により、平成19年７月

15日に施行されましたむつ市長選に立候補され、

見事当選されました。むつ市第14代目、新市第２

代目のむつ市長として、就任以来早いもので１期

４年の任期も間もなく終わろうとしているのであ

ります。市長は、去る１月25日記者会見を開き、

７月任期満了を迎える市長選に立候補することを

正式に表明したのであります。そこで、次の３点

についてお伺いいたします。

１点目、市長就任以来、はや４年の任期が目前

に迫った今日、この４年間を振り返っての感想に

ついてお伺いいたします。

２点目として、市長の掲げる７つの公約の達成

度についてお伺いいたします。市長自ら達成度に

ついて、自己評価あるいは点数をつけるとすれば

何点ぐらいになるかお伺いいたしたいと存じま

す。

、 、３点目といたしまして ２期目の出馬に当たり

１期目の公約と新しい公約についてお伺いいたし

たいと存じます。私は、この４年間、市長と市民

の皆さんとともに歩いてきたことを振り返ると、

その行動はまさに一心不乱の日々を過ごし、それ

こそ寝食を惜しんで政務に取り組んできたことを

高く高く評価したいと思うのであります。私が宮

下順一郎市長のその業績を一々申し述べるまでも

なく、議場におられる議員各位及び市民の多くの

皆様が認めるところであると思うのであります。

公約の１つとして掲げました財政再建について

は、１年前倒しで赤字解消を達成することができ

ましたことは、まことに喜ばしく、市長初め職員

の皆様方のご努力に対しまして、深く敬意を表す

るものであります。

また、大きな行政課題でもありました新庁舎移

転もスムーズになし遂げられましたことは、市長

の強いリーダーシップのもと、議場におられる議

員各位はもとより、市民の皆様方のご理解とご協

力のたまものと思うのであります。全員野球の結

果の成果であると思うのであります。

宮下順一郎市長におかれましては、来る７月３

日告示、７月10日投票のむつ市長選挙におきまし

ては、圧倒的勝利をおさめ、２期目の栄冠をかち

取っていただきたいと思うのであります。

さらには、むつ市の次の50年、ネクスト50年に

向かって、本市のさらなる飛躍に向け邁進してい

ただきたいと強く願うものであります。

むつ市丸、むつ丸のキャプテンとして大海原に

出航していただきたいと強く望むものでありま

す。波穏やかな航海でありますよう、心から願う

ものであります。

以上で壇上からの私の質問を終わらせていただ

きます。市長並びに教育委員会委員長におかれま

しては、よろしくご答弁くださるようお願いいた
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します。ご清聴ありがとうございました。

〇議長（冨岡幸夫） 市長。

（宮下順一郎市長登壇）

〇市長（宮下順一郎） 新谷功議員にお答えをする

前に、本日お誕生日を迎えられたということ、心

からお祝いを申し上げる次第でございます。何歳

ということは、ご本人がお話をなさいませんでし

た。しかしながら、ネクスト50に向かってのさま

ざまな部分で、これからもご助言、ご指導、ご鞭

撻のほどを心からお願いを申し上げまして、誕生

のお祝いの言葉とさせていただきます。

それでは、答弁に移らせていただきます。

まず、防災行政についての１点目、東日本大震

災発生後の被災地に対する本市の対応について

は、半田議員にもお答えいたしましたとおりであ

りますが、私は日本の危機とも言えるこの未曾有

の大災害に直面し、同じ東北の方々が大きな痛手

を受け、苦しんでいる状況を見るたびに、でき得

る限りの支援をしていかなければならないという

思いでおります。

答弁が多くなりますので、早口になることをお

許しいただきたいと、こう思います。

被災地への支援でございますが、人的支援とし

ては、これまでに延べ34名の職員を派遣しており

ます。また、下北地域広域行政事務組合消防本部

からは、緊急消防援助隊青森県隊として、震災直

後から延べ30名が派遣されております。今後７月

から８月にかけて、保健師を中心としたチームを

２班派遣する予定としております。

今後は、これまでの短期派遣に加え、中長期の

支援要請が出てくることも考えられますが、私と

いたしましては、職員数の減少の中で決して余裕

があるわけではありませんが、被災地から要請が

あれば、できる範囲で協力してまいりたいと考え

ております。

次に、物資支援の状況でございますが、宮城県

女川町及び福島県会津若松市へ食料等を届けてお

ります。また、会津若松市へは、食料等の物資と

ともに、むつ市姉妹都市推進連絡協議会からの義

援金も届けております。今後も被災地へはできる

限りの支援を継続していく予定としております。

次に、県外から避難してきている被災者への対

応では、被災者一人一人との面接を通し、被災者

の現況把握に努めるとともに、被災者にとって必

要となる各種情報を詳細に提供しております。ま

た、岩手県、宮城県及び福島県からむつ市に来ら

れた被災世帯に対しては、災害救助法に基づいた

日用品、被服、寝具等の生活必需品の給付を実施

。 、しております このほか被災者の健康維持のため

県と当市の保健師が連携して訪問活動を行ってい

るほか、乳幼児に対しても各種健康診査や予防接

種等を実施しております。

学校関係につきましては、小・中学校の児童・

生徒を受け入れるとともに、就学援助費支給事務

取扱要綱等により、転入学した児童・生徒に対し

て学用品費を支給する措置を講じております。当

市といたしましては、今後とも国や県の支援状況

の動向を見ながら、できるだけ被災者のニーズに

こたえられるよう、一丸となって支援に取り組ん

でいくこととしておりますので、ご理解を賜りた

いと存じます。

なお、これまでの人的支援及び被災者の状況並

びに生活必需品の給付状況等の詳細については、

担当部長から説明いたします。

、 、次に ２点目の防災ハザードマップについては

大瀧議員にもお答えいたしましたとおりでありま

、 、すが 昨年２月に発行した防災ハザードマップは

明治29年に発生したマグニチュード8.5の明治三

陸地震及び昭和８年に発生したマグニチュード

8.1の昭和三陸地震の津波のデータをもとにして

つくられた青森県による津波浸水想定をそのベー

スとしております。今回の東日本大震災は、これ
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を上回る国内観測史上最大のマグニチュード９で

ありましたことから、浸水高がこれまでに比べ大

きくなることが予想されますので、市の防災ハザ

ードマップ作成の基礎となった県の資料の見直し

などを踏まえたうえで、ハザードマップの見直し

についても対応してまいりたいと存じますので、

ご理解賜りたいと存じます。

ご質問の第３点目、市内の幼稚園、保育園、小

・中学校に対し防災危機マニュアルを作成し配布

してあるのか、また作成されていないのなら作成

し、配布する考えはあるのかのご質問にお答えい

たします。現在市内には公立保育所が４カ所、法

人立の保育園が11カ所、児童館が３カ所設置され

ております。各施設においては、地震や火災を想

定した避難訓練を毎月実施しており、避難場所に

ついても確保している状況にあります。事故発生

時や不審者侵入への対応のための危機管理マニュ

アルについては作成しているものの、防災危機マ

ニュアル、あるいはそれに類似したものを作成し

ている施設は少なく、このたびの大震災を教訓に

して作成することにしております。

いずれにいたしましても、子供たちの安全確保

と、よりスムーズな避難を実施するためにも、市

としても早急にマニュアルを作成し、公立保育所

と児童館はもとより、法人立の保育園にも配布し

たいと考えておりますので、ご理解を賜りたいと

存じます。

なお、教育関係施設については、教育委員会か

ら答弁いたします。

次に、第４点目、原子力発電所にかかる市町村

連絡会議を設置した経緯及び目的について、また

今後の進め方についてのご質問であります。複数

の議員から同様の趣旨のご質問をいただいており

ますので、答弁が重複することとなりますことを

ご了承願います。

この連絡会議につきましては、去る６月６日に

開催した７市町村長会議で設置を決めたものであ

ります。会議の目的は、このたびの福島第一原子

力発電所事故においては避難区域や計画的避難区

域、緊急時避難準備区域がこれまでの防災対策を

重点的に充実すべき地域の範囲、いわゆるＥＰＺ

の発電所から半径10キロメートルの範囲を超えて

避難区域や計画的避難区域、緊急時避難準備区域

が設定されたことを踏まえ、今後予想される国の

安全基準やＥＰＺの拡大を見据え、下北郡と横浜

町、六ヶ所村を含めた関係市町村で連携して、避

難道路や避難所、避難方法等の住民の安全を守る

ための方策を協議、研究していくためでありまし

て、担当課長等をメンバーとして会議を開催し、

その検討結果に基づいて市町村長で協議し、必要

に応じて国等の関係機関に要望していくこととし

ておりますので、ご理解賜りたいと存じます。

次に、下北半島縦貫道路についてのご質問の１

点目、進捗状況につきましては、総務政策部長に

説明いたさせます。

ご質問の２点目、計画の変更または見直しの検

討の有無及びむつ市から横浜町間の計画の概要に

ついてのご質問であります。新谷功議員のご認識

のとおり、下北半島縦貫道路は七戸町からむつ市

までを結ぶ計画で、平成６年12月16日に地域高規

格道路として指定され、これまで整備が進められ

てきたところであり、昨年度むつ市―横浜町間の

概略計画の検討に入りましたが、下北半島縦貫道

路の全体計画の変更、または見直しを図るための

検討ではなく、当該区間の整備促進を図るための

計画でありますことをご理解願いたいと存じま

す。

むつ市から横浜町間における計画の検討概要に

ついてのお尋ねでありますが、事業主体でありま

す県が、未着手となっているむつ市から横浜町間

の約20キロメートルについて、地域住民や道路利

用者などを計画の検討段階から巻き込んでいく手
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法、いわゆるＰＩ、パブリック・インボルブメン

トを導入し、おおむねのルートや道路構造、整備

方針などを定める概略計画を策定することを目的

とする下北半島縦貫道路概略計画ＰＩプロジェク

トを昨年10月に立ち上げたところであります。こ

れは、今後下北半島縦貫道路の整備を効率的、効

果的に進めるためには、その計画の策定過程にお

いて、ルートや整備のあり方などを含めて住民と

ともにコミュニケーションを図ることが重要であ

るという認識のもと、これまで行政が主導で計画

をつくってきた手法とは異なる手法を取り入れた

ものであり、当該プロジェクトへは事務局として

横浜町とともに当市も参画しているところであり

ます。

下北半島縦貫道路概略計画ＰＩプロジェクトの

これまでの取り組み経過につきましては、概略計

画の策定に当たり、沿道住民や地域経済界などの

代表の方々から幅広く意見を聞く必要があること

から、昨年11月７日に第１回目の地域懇談会を横

浜町において開催しております。会議では、下北

半島縦貫道路の必要性について意見交換を行い、

地域の活性化のために必要であり、早期の全線開

通を望むといった意見が多く出されたところであ

ります。同12月には、国道279号の問題点や下北

半島縦貫道路整備に対する期待等を把握し、整備

の方向性を検討するための基礎資料とするため、

沿道住民や道路利用者へのアンケート調査及び道

、 、 、路利用にかかわりの深い物流 交通事業者 医療

農林水産の各関係団体や企業へのヒアリング調査

を実施しております。

ことしに入りまして２月に第２回地域懇談会を

むつ市において開催し、アンケート調査やヒアリ

ング調査で得られた意見を参考にし、比較案とし

て選定された４つのルートが事務局から示された

ほか、比較案による道路整備がもたらす効果や影

響について客観的に評価するため、評価項目を設

定したところであります。

去る５月31日には、第３回地域懇談会を横浜町

において開催し、東日本大震災における道路の役

割を受けて、下北半島縦貫道路について、防災の

観点から評価項目を見直し、比較案の評価につい

て意見交換を行ったところであります。

今後につきましては、県がこれまでの検討経過

を踏まえ、７月をめどに４つのルートの中で最も

優位なルートや基本的な構造、設計速度などを概

略計画案としてまとめ、同月中に開催する予定の

第４回地域懇談会において提示し、協議調整を図

、 。った後 概略計画を決定する予定としております

このたびの大震災により防災意識が強まる中、

避難道路確保の観点からも整備の緊急性がさらに

高まった下北半島縦貫道路でありますが、今後に

おきましても官民連携のもと、市議会のお力添え

を初め、県選出国会議員、県議会議員など幅広い

ご支援を賜りながら、早期全線開通へ向けた活動

をより強く展開してまいりたいと考えております

ので、ご理解を賜りたいと存じます。

次に、ご質問の３点目、道路行政についてお答

えいたします。お尋ねの横迎町大平町線及び金曲

金谷線の予備調査の着手及び詳細についてでござ

いますが、まず横迎町大平町線は、田名部地区と

大湊地区を結ぶ骨格路線として国道279号むつバ

イパスと県道むつ尻屋崎線の交差点を起点し、大

湊のむつ保健所前交差点を終点とする区間を都市

計画道路に指定しております。現在この路線は、

起点より金谷２丁目にある国の合同庁舎北側の交

差点までの約2,580メートルが整備済み、残りは

未整備区間となっております。この路線は、市役

所が災害時における災害対策本部として機能する

うえで重要な路線であるとともに、市役所の移転

に伴う国道338号バイパスの交通量増加による渋

滞緩和及び市役所向かいに予定されているむつ警

察署の移転、オフサイトセンターの建設なども考



- 247 -

慮し、早急に整備計画を策定しなければならない

ものと考えているところであります。このことか

ら、今年度は金谷２丁目から庁舎南側を通り県道

下北停車場線までの1,100メートルの区間におい

て路線予定地の現地状況等を確認する予備調査を

実施し、整備手法等について検討する予定として

おります。

また、金曲金谷線は、金曲のむつ大橋付近の国

道279号を起点とし、金谷２丁目の国道338号バイ

パスまでを結ぶ区間を都市計画道路に指定してお

り、整備済み区間は県で施工いたしました田名部

中学校前と、市で施工いたしました金谷２丁目に

ある国の合同庁舎北側の交差点から国道338号バ

イパスまでの合わせて約775メートルとなってお

り、残りは未整備区間となっております。この路

線は、市内中心部の交通混雑解消を図るうえで重

要な路線であると考えており、その中で田名部川

にかかることになる橋りょうが国道338号と接道

することが重要な課題であると認識しております

ことから、この橋りょう等の建設について県と十

分に協議を重ね、整備手法等を検討してまいりた

いと思っております。また、その他区間におきま

しても、現地状況等の確認調査を実施する予定と

しております。

いずれにいたしましても、これらの調査結果を

もとに事業実施に向けた取り組みをしてまいりた

いと考えておりますので、ご理解賜りたいと存じ

ます。

次に、市長の政治姿勢についての１点目、４年

の任期が目前に迫った今日、この４年間を振り返

っての感想についてのご質問であります。平成

19年７月の市長就任以来、議員並びに市民の皆様

方のご理解、ご協力をいただきながら、後ろを振

り返るいとまもなく、むつ市の発展とむつ市民の

幸福を第一義に考え、市長としての職務に邁進し

てきたところであります。これまでの４年間、７

つの公約の実現に向けて施策を打ち出し、一歩ず

つではありますが、着実に前へ進み、成果へと結

びつけたものもありますし、今後さらに充実させ

て実を結ぶようにしなければならないものもござ

います。

一昨年９月の市制施行50周年、合併５周年記念

式典や市庁舎移転など、むつ市にとっての大きな

節目の事業を効果的に果たすことができたことへ

の喜びと感謝、また昨年の冬の大雪、そして夏の

猛暑によるホタテガイ被害等では、関係者のご労

苦に心を痛めながらの対応、さらには３月の東北

地方太平洋沖地震後の地域経済停滞への心配や、

赤字解消計画達成の１年前倒しが確実となったと

いう達成感など、あっという間の４年間であった

というのが偽らざる心境であります。

次に、７つの公約の達成度についてのご質問で

あります。公約に係る検証、評価については、こ

れまで何度となく議員の皆様からご質問をいただ

いたところでありますが、どの公約についても、

これで100％というものはなく、むつ市のために

それぞれの項目においてより深く、より前へと進

んでいかなければなりません。私自身としては、

相応の成果はもたらされているという確信はある

ものの、道半ばという表現で評価させていただき

たいと思っております。

次に、７つの公約と今後の市政運営の基本方針

についてであります。今後私が市政を運営する基

本方針として、ネクスト50へのさらなる飛躍、市

民協働参画の社会づくり、持続可能な財政運営と

いう３点を掲げさせていただいております。

ネクスト50へのさらなる飛躍は、これまでの公

約である「こどもは地域のたからもの 「安心」、

して暮らせる毎日が基本 「むつ市のうまいは」、

日本一 「大切なのは地域のきずな 「公共事」、 」、

業は地域の“いしずえ 」といった項目の各種施”

策等をさらに充実、進化させながら、ハード、ソ
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フト両面からの基盤整備に計画的に取り組み、雇

用の拡大を図り、災害にも強く、安心して暮らせ

る元気なむつ市の構築と、広報広聴機能の充実に

より市民生活の満足度の向上を目指すものであ

り、同様に市民協働参画の社会づくりは「まちづ

くりの主役は市民」という項目を、そして持続可

能な財政運営は 「最少の経費で最大の効果を」、

という項目を進展させていくものであります。

このように、７つの公約に係る各種施策にさら

なる肉づけを図り、そしてまた新たな施策も随所

に散りばめながら、とりわけまちづくりに当たっ

ては当市の地域特性、アイデンティティーに創意

工夫を凝らしたまちの顔、まちの香りといった面

にも磨きをかけて、むつ市の次の飛躍へつなげて

まいりたいと考えておりますので、今後ともご理

解、ご協力を賜りますようお願い申し上げます。

〇議長（冨岡幸夫） 教育長。

（遠島 進教育長登壇）

〇教育長（遠島 進） 新谷功議員の幼稚園及び小

中学校に対する防災危機マニュアルの作成及び配

布状況についてのご質問にお答えいたします。

市内の幼稚園における状況については、８園中

４園で防犯、防火などのマニュアルを作成してい

ると伺っております。一方、教育委員会では平成

19年４月に児童・生徒の安全確保のために地震や

不審者の侵入などに対応するための学校危機管理

マニュアルを作成し、市内全小・中学校に配布し

ており、各学校ではこのマニュアルをもとに独自

の管理マニュアルを作成し、避難訓練等を実施し

ているところであります。

しかしながら、３月11日に発生した東日本大震

災では、大津波警報の発令に加えて大規模な余震

が続くなど、これらのマニュアルでは対応し切れ

ない状況にあったため、新たにむつ市教育委員会

災害対応マニュアルの学校対応用を現在作成中で

あります。このマニュアルは、児童・生徒在学時

及び登下校時における児童・生徒、教職員等の安

全確保を初め、学校施設、給食施設の機能回復に

加え、学校を避難所として開設するまでの対応に

ついて、学校と教育委員会が一体となり、迅速か

つ適切に行うためのものであります。このマニュ

アルが完成いたしますと、７月に開催する校長会

においてマニュアルの説明を行い、配布のうえ周

知することとなっております。

また、市内の幼稚園等においても、このマニュ

アルの内容を参考に供したい場合は、できる限り

協力したいと考えておりますので、ご理解を賜り

たいと存じます。

〇議長（冨岡幸夫） 総務政策部長。

〇総務政策部長（伊藤道郎） 被災地に対する市の

対応の現況について、市長答弁に補足説明させて

いただきます。

まず、人的支援につきましては、４月26日から

岩手県大槌町への給水業務支援を皮切りに、これ

まで岩手県、宮城県の５市町村に延べ34名を派遣

しております。岩手県大槌町へは、給水業務支援

のため延べ14名が赴いております。同じく岩手県

宮古市へは災害支援物資の仕分け、搬出等業務支

援として６名、岩手県山田町へは避難所の運営業

務支援として２名の職員を派遣しております。宮

城県名取市へは、保健業務支援として８名、同じ

く宮城県亘理町へも保健業務支援として４名を派

遣しております。今後７月９日からと８月18日か

ら、それぞれ１週間程度保健業務支援として宮城

県亘理町へ３名ずつの２チームが入る予定となっ

ております。

また、６カ月あるいは９カ月程度といった中長

期の支援につきましては、税務関係、土木関係業

務について派遣する方向で調整中でございます。

物資支援につきましては、市民の皆様からご寄

附をいただきました毛布、タオルケット等につき

ましては、自衛隊により岩手県内の被災地に届け
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られるとともに、会津若松市の避難所へも送り届

けております。

、 、食料につきましては ４月21日に宮城県女川町

４月27日には会津若松市へそれぞれレトルト食

品、カップめんなどを届けております。

次に、当市に避難されている被災者の状況につ

いてでございますが、最新の資料によりますと、

市内の知人、親戚等宅へ避難されている方は30世

帯70人、ホテル、旅館等の一時避難施設へ避難さ

れている方は４世帯10人、県営住宅へ避難されて

いる方は２世帯２人となっておりまして、当市へ

避難されている被災者の合計は36世帯82人となっ

ております。

なお、この数につきましては、一昨日半田議員

の一般質問のときにお答えした数値と若干異なっ

ておりますので、ご了承願います。

続きまして、下北半島縦貫道路の事業進捗状況

についてでございます。当路線は、これまでに野

辺地バイパス及び有戸バイパス、合わせて13.2キ

ロが供用開始されるとともに、現在有戸北バイパ

ス、吹越バイパス及びむつ南バイパスの３工区

21.3キロメートルにおいて整備が進められており

ます。進捗状況につきましては、事業主体であり

ます青森県からの情報によりますと、むつ市田名

部から奥内間のむつ南バイパス9.2キロメートル

については平成21年度に（仮称）新田名部川橋の

下部工が完了し、昨年度は用地取得及び地盤改良

工事を進め、本年度は終点側約1.7キロメートル

の盛り土を施工するとのことでございます。

むつ南バイパス以外の整備区間の進捗状況につ

きましては、横浜町吹越から六ヶ所村尾駮間の吹

越バイパス5.8キロメートルにつきましては、測

量設計を進めるとともに、用地取得に着手してい

るとのことであり、六ヶ所村尾駮から野辺地町向

田間の有戸北バイパス6.3キロメートルにつきま

しては、野辺地北インターチェンジで接続する県

道のつけかえ工事を完了し、現在改良工事等を進

めているとのことでございます。

以上でございます。

〇議長（冨岡幸夫） ８番。

〇８番（新谷 功） ご答弁ありがとうございまし

た。

防災行政の第１点目の東日本大震災の件なので

すけれども、被災地に対する本市の対応はと、よ

くわかりました。いろいろそのようなことで職員

を派遣して、被災地の方々を応援してくれている

と、本当にこれいいことだなと、ありがたいこと

だなと、このように思っております。

実は、私は壇上からも申し上げましたとおり、

４日間にわたって仙台までつぶさに被災地を見て

きました。全く瓦れきの山、自動車の墓場、船の

墓場と、このようなことで、一体この三陸海岸一

帯は復旧、復興がなされるのかなと、本当ある意

味では大変心配しております。これは、もう国民

みんながこぞって応援してやらなければならない

のではないかなと、こう思っておるわけでござい

ます。

震災が発生したすぐさま、市のほうから毛布あ

るいはタオルケット等の提供のご案内がありまし

て、私もささやかではありますけれども、お届け

しました。また、義援金に関しても、子供たちが

貯金箱に10円、100円、貯金したのを寄附させて

もらいました。うちの女房が持っていって、後で

市のほうから１万七千何ぼの領収書ですか、受取

証が来まして、それなりに貢献したなと、こう思

っております。

そこで市長、宮古市に行ったら、ちょうど天皇

陛下が皇后様と宮古市を訪問されたときの広報広

聴紙といいますか、これ出して、いろいろ見てお

、 、りますけれども 本当に市長がおっしゃるとおり

1,000年に１度の大災害だと、目の当たりにして

そう思ってまいりました。市長もこれから、今で
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もそれなりに被災地に職員を派遣している、これ

は本当にそういうふうなことをして応援してやっ

てほしいし、我々もそういたしますので、どうぞ

よろしくお願いいたしたいと思います。

次の防災ハザードマップなのですけれども、１

点だけお聞きしておきたいと思うのですけれど

も、実はハザードマップの11ページ目なのですけ

れども、今の津波の件で、これは青森県の見解だ

そうなのですけれども、陸奥湾には津波が来るこ

とを想定していないといいますか、そういう意味

のことが書いてあるのですけれども、これ防災調

整監等々はその辺承知しておりますか。もし承知

しておったらお願いしたいと思います。

次に、３番目の市内の幼稚園、保育園の防災危

機マニュアル、これについては配布している、今

教育委員会教育長から報告がありましたけれど

も、全く今の大川小学校の場合は、海から５キロ

も離れているから、津波が来るとは思わない、普

通であれば、私もそう思うのだけれども、そのと

きにグラウンドに集まって、その情景を思い浮か

べれば、本当に大変で、何もこれ生徒さんばかり

でなく、先生も大変気の毒なわけです。先生も、

家族皆あるのだもの。その中で、本当に皆さん大

変な思いをしたなと。いま一度そういう危機管理

マニュアルをつくって徹底していただければな

と、このように思っております。

そして、４番目の原子力発電所にかかる市町村

連絡会議、これを設置したわけでございますが、

市長にお伺いしたいのですけれども、実はこの記

事が出てから、東奥日報の明鏡欄にむつ市の人が

投書したのです。私が見るには、ちょっと投稿者

が誤解をしているような感じがしてならないので

すけれども、その点について、市長がご存じであ

れば答弁していただきたいと、このように思いま

す。

〇議長（冨岡幸夫） 市長。

〇市長（宮下順一郎） まず、一番最後のご質問の

部分で、東奥日報の明鏡欄のむつ市下北の何とか

者というふうな形での投書氏についての見解とい

うことを求められました。この部分で 「むつ市、

の宮下順一郎市長が言う下北半島は運命共同体

は、死なばもろともということでしょうか、私は

嫌です」というふうな最高段に投書がなされてお

ります。この部分におきましては、私はこの方は

個人的に批判とか、さまざまな投書でございます

ので、我々を批判をされる立場でございますし、

評価を受ける立場でございますから、この部分に

おいての評価、また批評というふうなものは避け

たいと思いますけれども。

この関係市町村長会議では、基本的には福島原

発事故の一刻も早い収束をまず願うということ、

そして国の責任のもとということで、新しい知見

を踏まえ、徹底した安全対策を実施することを第

一義としてというふうな、本当に前提があるわけ

でございます。その中で国のエネルギーの安定供

給、これを求め、地球温暖化防止という、その観

点からもというふうなことでございますので、こ

のときのこの報道が、各紙やはり見出しのつけ方

がちょっと違っております。その部分で、曲解を

なされた感じがございます。手前どもとしては、

行け行けどんどん進めようというふうなことでは

原子力政策は決してないわけでございまして、し

っかりと慎重に取り組まなければいけないという

ふうな共通認識のもとで、この７市町村長会議は

住民の安全のためにどういうふうな取り組み方を

しなければいけないのか、避難とか、それからさ

まざまな形の中で、先般お話をしましたように、

緊急事態、応急対策、これについての国への要望

だとか、市町村間での応援についてだとか、そう

いうふうなことが具体的に今煮詰まって、１回目

の担当者会議、担当課長会議を開催したわけでご

ざいますので、そういう意味でスタートがまずそ
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ういう形で、そして下におりていくのは担当課長

会議ということでございますので、政策的には慎

重に、そして具体的には担当課長会議の中で住民

の安全をどうやって維持確保するのか、それを研

究していこうという会議でございますので、若干

この投書氏の方は曲解をなさっているのではない

かなというふうなのが私の内心でございます。

その余につきましては、担当からお答えいたし

ます。

〇議長（冨岡幸夫） 防災調整監。

〇総務政策部防災調整監（岩崎金蔵） 当市で作成

いたしました防災ハザードマップの中で陸奥湾内

を想定していないのはなぜかというふうなご質問

でございますけれども、当市のハザードマップは

先ほどの市長の答弁にもありましたとおり、青森

県の津波浸水想定というものをもとにしてつくっ

ております。このデータをもとにして作成してお

るものですから、当市で想定していないのではな

くて、青森県のその浸水想定の中に入っていない

ということで、当然今回の東日本大震災におきま

しては、陸奥湾を震源とします地震もたびたび起

こっておりましたので、今後多分見直しが想定さ

れるということで、当市としましても、それに基

づきまして見直しを行いたいと思います。

〇議長（冨岡幸夫） ８番。

〇８番（新谷 功） 時間だそうですので。

最後に、今定例会は市長任期の最後の定例会に

当たるわけで、16人の議員が一般質問して、大変

お疲れのことと、このように考えるわけでござい

ます。どうぞ市長におかれましては、健康に十分

気をつけて、新しい時代、ネクスト50に向かって

邁進していただきたいと、このように思うわけで

ございます。

それでは、これをもって一般質問を終わらせて

いただきます。ありがとうございました。

〇議長（冨岡幸夫） これで、新谷功議員の質問を

終わります。

◎散会の宣告

〇議長（冨岡幸夫） 以上で本日の日程は全部終わ

りました。

お諮りいたします。明６月23日は議事整理のた

め休会したいと思います。これにご異議ありませ

んか。

（ 異議なし」の声あり）「

〇議長（冨岡幸夫） ご異議なしと認めます。よっ

て、明６月23日は議事整理のため休会することに

決定いたしました。

なお、６月24日は付託議案審議、議案第21号の

審議、議員提出議案上程、提案理由説明及び審議

を行います。

本日はこれで散会いたします。

午後 ３時２６分 散会
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